
令和 6年第 2回高森町定例会一般質問 

 

令和 6年 6月 11 日 午前 9時 開議 

会場：高森町役場 議場 

 

 

順序 氏名 質問事項 

1 原 敏明 
Ⅰ 信州高森温泉のバイオマスボイラーの黒煙を問う   

Ⅱ 保育園、認定こども園の昼食のご飯を持参から町の提供に 

2 木下 啓爾 Ⅰ 今後の上下水道事業について 

３ 北沢 幸保 Ⅰ 「福祉の町」高森について 

4 齊藤 天 Ⅰ 「地域計画（人・農地プラン）」について 

5 大島 正光 Ⅰ 上下水道の安全性（耐震化）について 

6 佐々木 昌 Ⅰ 多様化の中の「専門人材育成・確保・招致事業」を問う 

７ 河合 隆俊 Ⅰ 地域に根差した人材育成について 
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日程第５ 一般質問（会議規則第 60 条） 

○議長（岩口友雄君） 日程第５、「一般質問」を行います。 

会議規則第 60条の規定により、通告順に質問を許します。 

質問される方は、質問席で一項目ずつお願いいたします。 

それでは、一般質問に入ります。 

 

◇ 通告１番 原 敏明（９番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ９番、原 敏明議員。 

○９番（原 敏明君） 議席番号９番、原 敏明です。 

通告に従って、信州高森温泉のバイオマスボイラーの黒煙を問う、と題して

伺ってまいります。 

５月 12 日、信州たかもり温泉のバイオマスボイラーは、前日から黒みを帯

びた煙を出していましたが、ついに朝から真っ黒い煙を出すようになりました。

近所の方も「役場へ言ってやりたい、休みだししょうがないな」というような

ことを言って心配されておりました。午後になっても改善されなかったので、

産業課長の方にお知らせして、黒い煙が消えることになりました。 

修理したばかりであり、原因と対策を考えていくことが大切かと思い、質問

をすることにしました。 

昨年 12 月の一般質問でも、バイオマスボイラーの調子が悪い要因について、

装置の劣化、燃料のチップ、運転の３つの要素を挙げて、どこに課題があるか

伺いました。バイオマスのチップの水分量が季節によって大きく変動するのが

要因の一つだ。導入当初から同様の状況があったとの回答をいただきました。 

そこで伺います。 

バイオマスボイラーの燃料チップは、乾燥しているに越したことがありませ

んが、信州たかもり温泉の場合は、地元の飯伊森林組合の湿っているようなチ

ップを使うことを前提にして、若干の乾燥設備を備えており、まちづくり振興

公社時代には問題は起きていなかったというふうに認識していますが、これで

間違いないでしょうか。 

また、ヒノキのチップを焚いているボイラーは、普通は運転時に黒い煙は出

てこないものです。指摘されるまで黒い煙が出ていたのを止めなかったはどう

してでしょうか、その辺をお伺いします。 
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○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） それでは答弁させていただきます。 

信州たかもり温泉のバイオマスボイラーは、平成 31 年２月より稼働してお

り、５年を経過しているところです。 

バイオマスボイラーの運転保守管理業務については、稼働当時から「株式会

社信州のもり」が業務を行っています。その当時から繊細な運転管理が必要で

あったとお聞きしています。 

議員ご指摘の事象は、令和６年５月 11 日に発生した事象と承知しています。 

これは、黒煙の事象を確認する前日、令和６年５月 10 日より株式会社信州

のもりから、バイオマスボイラーの運転保守管理業務の一部を受託している株

式会社山杜（やまと）工業が、運転を実施している最中に起こった事象です。

試験運転中は常時監視しておらず、時間をおいて現場を確認しながら試運転を

実施していたため、運転停止が遅れました。 

あと、森林組合の関係も、あと続きまして、 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 関連質問①に移ります。 

木質チップの水分量は、年間を通してみた場合は、水分量が以前より、また

当初の規定より多くなっているのでしょうか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 木質チップの水分量は、機器等で常時計測・記録をして

いないため、数値として増減をお示しすることができません。 

バイオマスボイラーの運転保守管理業務を行っている株式会社信州のもりが、

現地でチップ納入時の状態を、目視や手触りで水分量を確認し、メンテナンス

時など不定期にて計測しているのが現状です。 

なお、チップ納入元については、バイオマスボイラー稼働時より株式会社飯

伊の木質チップを納入しており、当時からチップの製造工程等は変わっていな

いため、信州のもりから、水分量に変化は見られないことを報告を受けていま

す。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 
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○９番（原 敏明君） それでは、設備の故障は、見込みより経年劣化が進んでしま

ったのか。または、異常な運転が原因になってこんなことが起こったのか、お

伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 今回の黒煙発生の原因は、ボイラーへの酸素供給量を調

整するための酸素濃度センサーの故障により燃焼不良となったため、黒煙が発

生したものです。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 急に今、ただいまの故障したという話ですけれども、この故

障については、急に壊れたということなんでしょうか。また、そのことについ

ては、常に管理をするようなシステムがあったのでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 議員ご指摘の黒煙の発生については、ボイラーへの酸素

供給量を調整するための酸素濃度を調整するセンサーの故障により発生したも

のと報告を受けています。 

当センサーについては、定期点検等で確認をしていますが、設置から５年を

経過していることもあり、経年劣化による可能性は否定できないということで

あります。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、関連質問③に移ります。 

ただいまのあれで、燃料チップの水分量というのは当初と変わってきてない

ということですが、委員会なんかでは、水分量がこの前も課題だということに

なっていますが、燃料チップの供給サイロは、暖めて水分を除去するような形

になっているわけですが、私が見たところでは、チップが以前より山積みにな

っていて、それで水分が抜けてなかったんじゃないかというふうなふうに感じ

るわけですが、これらについてマニュアルがあって、マニュアルどおり作業さ

れていたかどうか、確認されているでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） チップの納入量につきましては、暖期で 30～50 立米/週、
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寒期で 50 立米～70 立米/週と調整しているため、納期によって見た目の量が

違うことはあり得ます。 

サイロ内での撹拌も自動化されており、特段の作業は求められておらず、取

扱いに関するマニュアルは存在しません。少しでも良い状態で運用するために、

現場では、チップの乾燥を促進するための送風量を調整し、補助扇風機を使用

するなど、納入したチップの乾燥具合により調整はしております。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは（２）に移ります。 

対策について、バイオマスボイラーの稼働と管理について、指定管理者、ボ

イラー管理業務委託業者、運転実務者と町の役割分担は明確になっているので

しょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 明確にはなっています。 

具体的に申し上げますと、町から中央アルプスリゾートが指定管理者として

施設管理全般を担っており、信州のもりは、バイオマスボイラーの施設運転保

守管理全般と木質チップの納入管理を担っています。 

山杜工業は、バイオマスボイラーの運転保守管理と点検等の実務を担ってお

り、機器の不調の際の緊急対応を担っていただいております。 

また、バイオマスボイラー本体設備については、納入元のＷＢエナジーが遠

隔監視しており、不調時には、信州のもり・山杜工業へ連絡し、現地とのやり

とりにより復旧のサポートをしています。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） ①に移ります。 

ボイラー管理業務委託業者は、バイオマスボイラーを町に提案した企業であ

りますし、一連の不具合について、報告や改善提案が出されているのか。また、

そういう提案を求めているのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問①番。 

○９番（原 敏明君） 関連質問です。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 改善の提案はされております。 
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黒煙の事象が発生した令和６年５月 11 日に、産業課職員が現地で黒煙を確

認し、速やかに指定管理者並びに信州のもりと電話で確認を行い、後日、文書

にて報告を受けています。 

今回の事象については、信州のもりと山杜工業との情報共有が速やかに行え

ていなかったことから、異常発生時にすぐ対応できませんでした。 

信州のもりからは、町、中央アルプスリゾート、信州のもり、山杜工業、Ｗ

Ｂエナジーと情報共有が密に行えるよう対策していく旨の報告がありました。 

具体的には、関係者共通のＬＩＮＥグループチャットにより、24 時間態勢

で異常時には情報共有が図れるよう対応をしている状況です。 

今後のたかもり温泉の改修に併せて、補助事業を導入しながら、一部の施設

の改修を行うことも検討しています。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、Ⅱ項目目の質問に移ります。 

保育園、認定こども園の昼食のご飯を持参から町の提供に、ということで伺

ってまいります。 

朝食にご飯を食べない家庭が増えています。それに伴い、保育園の昼食に冷

凍ご飯を持参するようなことが起きてきています。このご飯は、冬、温めると

黄色くなってしまう。また、持参は、夏の暑さで傷んでしまう危険もあります。 

園で町がご飯を提供するのが望ましいと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） まず、公立保育園においてですが、朝食にご

飯を食べない家庭が増えていることに伴って、冷凍ご飯を持参するというご家

庭が増えているという事実は、確認はできませんでした。 

その上でお答えいたしますが、現在、保護者負担の軽減という部分で、子ど

もたちにご飯を提供するということを、現在研究しております。 

また、私立保育園においては、園のお考えもあると思いますが、公立保育園

で研究を進めている状況を、園長会等で共有してまいります。 

なお、教育委員会や保育園の立場から望ましいと考えますのは、そもそもの

部分で、まずは「ご家庭で朝食をとりましょう」と、啓発活動をしていくこと

だと考えております。 

以上です。 
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○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、関連質問①に移ります。 

認定こども園ぱどまでは、ご飯を園で出しているのではないかと思いますが、

ご確認します。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 原議員ご指摘のとおり、認定こども園ぱどま

では、ご飯を炊いて子どもたちに提供しております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） あとで関連質問をします。 

②に移ります。 

今、下市田保育園の改修がされようとしていますが、この給食室の改修では、

調理室が広くなって、ご飯を提供することが可能になるという、そういう造り

になっているのか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） この点、ご飯を保育園で提供するというタイ

ミングもありますが、今後、進めていく山吹保育園の改修内容も含めて、両園

を同様に整備していくということは考えております。 

ただ、下市田保育園、今回、現行の基準等に合わせて新しくしておりますが、

この後の答弁の中でもお話しをさせていただきますが、業者さんからの配達な

り、自園でご飯を出すなりにしろ、若干の設備投資というのは必要というふう

に考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 今の設備投資ということでしたが、以前聞いたときには、狭

くてご飯を出して配膳するのが一番大変なんだというようなことでお伺いしま

したけれども、その辺は何とかなっていくスペースがあるということでしょう

か。補足でお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 
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○教育委員会事務局長（清水 衆君） これも広さ、いわゆる部屋の広さという部分

では、今回、広くなっております。また後で答弁にもありますが、その中で配

膳台等を工夫していくということが必要になるかと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは③に移ります。 

ご飯の炊けない保育園は、学校給食の納入業者などに依頼することが可能な

んでしょうか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 今、原議員からご指摘いただいた部分ですが、

可能性はあるというふうに考えております。 

ただし、１回の使用量が学校などと比較すると少ないというところもあり、

業者さんがそれで対応してくれるかどうかというところ、また繰り返しになり

ますが、今の配膳台では少し面積が小さいということもあるので、提供場所な

どを研究する必要があるかと思います。 

いずれにしても、この点を含めて、いま内部で研究に入っているところです。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 最後の関連質問④に移ります。 

保育園の昼食を子どもたちが、ご飯嫌いにならないように、食育としておい

しいご飯を提供していくことが求められておると思います。今後のそういう検

討の進め方をお伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 町側からご飯を提供することが、直接食育に

なって、それがご飯嫌いの子どもをつくらないという点については、その２つ

には直接関連性はないんではないかなというふうには考えております。 

保育の現場にも聞きましたが、「家から持ってきたご飯だから、ご飯は嫌い

だよ」という子どもの話は聞いたことがないということが現場からは出ており

ます。 

また、保育園で食育という点から行うのは、「農家の皆さんが本当に気を使
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いながら手間をかけて育てて作られている。だから、感謝をして食べよう」と

か、「お米にはこういう栄養が入っていて、食べるとこういう成長につながる

から、残さず食べようね」というようなことを、お子さんや保護者へ伝えるこ

とかなというふうに考えてはおります。 

お気づきのとおり、これは、町がご飯を提供しなくても、子どもたちに食の

大切さを伝えることができ、また、ご飯が好きな子どもたちをつくることがで

きるのではないかなというふうに考えております。 

ただし、一方で、繰り返しになりますが、今年からスタートしました、使用

済みおむつの処理を保育園で行うなど、食育ではなくて、保護者負担を軽減す

るという部分からは、ご飯提供を園で行うということは、十分検討していく必

要性があるというふうに考えております。 

そのためには、施設への投資、食器等の検討、また、給食担当のスタッフの

増員というのも必要になります。また、自園での調理ではなく、業者による配

達が可能かどうかなども、繰り返しになりますが、既に研究を進めております。 

また、ご飯提供した場合ですが、その負担が公費負担となるのか、保護者さ

んに負担をいただくのか、その点についてもまだこれから研究が必要と考えて

おります。 

いずれにしろ、子育て環境、保育園の環境をさらに向上していくため、前向

きに検討を進めてまいりたいと思います。今後、予算等の審議でもご提案する

ことになるかと思いますが、ご理解のほどお願いしたいと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） これで私の一般質問を終わります。 

 

◇ 通告２番 木下啓爾（８番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ８番、木下啓爾議員。 

○８番（木下啓爾君） 議席番号８番、木下啓爾です。 

これから、高森町の水道事業に関わり質問をいたします。 

私は、この水道事業について、平成 29 年 12月、水道料金について、令和元

年６月には、監査で指摘された計画的な管路更新計画の立案についてと、二度

にわたり質問を行っております。今回の質問は、その後の水道事業への取り組

みについて問うていくものです。 
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早速、１の質問です。 

今年の１月１日、能登半島で発生した内陸地層内地震は震度７でした。亡く

なられた皆さんや被災された皆さんに、心からお悔やみを申し上げます。 

さて、能登地域では、５月下旬現在、断水が今なお続いている地域があり、

家屋内断水と管路断水の両方で、その数 2,200戸との報道もあります。 

また、上水道だけでなく、下水道にも大きな被害を及ぼし、被災者の飲料水

だけでなく、トイレ、生活雑排水についても、下水道施設の破損による課題が

クローズアップされました。 

そこでお伺いをいたします。 

今後の 30 年に 70～80％の確率で起きると予想されております南海トラフ大

地震について、高森町の上下水道の被害想定はできているのでしょうか、お伺

いをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 高森町地震防災計画及び第３次長野県地震被害想定

調査報告書における、南海トラフ巨大地震、陸側ケースでマグニチュード 9.0、

高森町の最大震度６弱の場合の被害想定については、被災直後の上水道断水人

口は１万 1,410 人、全体の 88％、下水道の機能支障人口は１万 160 人、全体

の 84％と想定されています。 

いずれの想定も、被災直後、大規模停電が予想されることや、現地確認作業

を実施するため、数値が高く想定されています。その後、浄水場や処理場等に

設置されている非常用発電機が稼働し、安全確認が行われ、被災１日後の想定

では、上水道断水人口は 6,870 人、下水道の機能支障人口は 4,460 人に減少し、

被災１週間後では、上水道断水人口は 3,220 人、全体の 25％、下水道の機能

支障人口は 760人、全体の６％となる想定がされております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいま詳細なお答えをいただきました。 

先ほどありましたように、この被害想定は、その根拠を、政府の想定に基づ

いたものでありまして、実際のところは、明確にはできない、起こってみなき

ゃわかんないだろうなと思われます。でも、起こってみなければわからないで

は、先に進めませんので、これからの質問は、今、お答えいただいた被害想定

を基として行いたいと思います。 
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①の質問に入ります。 

ただいまご回答いただきました、南海トラフ大地震の被害想定について、不

確実性は拭えませんけれども、その想定に基づいた対策を考えておく必要はご

ざいます。地震等の自然災害の復旧に関わる上下水道関係の復旧費用につきま

しては、国や県からの災害復旧支援もあると思いますが、町の財政支出、要す

るに町の持ち出しはどうなるのか。現在、わかる範囲でお答えください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 上下水道施設が大規模地震等により被災した場合で

すけれども、一般的には、被災箇所について災害復旧を申請し、それに基づい

て災害査定が行われ、災害復旧事業費が決定いたします。 

災害復旧事業における国庫補助率は、上下水道施設ともに３分の２となって

おり、残りの３分の１については 100％起債充当が可能で、起債のうち概ね

50％が交付税措置される見込みになっております。 

したがいまして、災害復旧事業に採択された復旧事業についての町の実質的

負担額は、災害復旧事業費用の 16.7％になります。当然のことながら、災害

復旧事業に採択されない復旧工事につきましては、すべて町の負担となるとい

うことになります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 国が３分の２、起債が３分の１、起債のうちの半分はまた考

えていくことができますので、16.7％、数字としては 16.7％でありますが、

まあ災害の規模によっては、この 16.7％はどのぐらいの額になるのか、ちょ

っと想像もつかない部分がございます。 

で、そのときの国や県の財政状況によってもこれは違います。規模が大きく

なって、あちらこちらで災害復旧が必要となってくれば、またその予算的なも

のも変わってまいります。国や県の状況によって違ってきますので、現時点で

はいくらかかるのかということは、なかなか予想しきれないことがわかります。

しかし、下水道関係、上下水道関係だけでなく、ほかの被害に対する対応もあ

って、災害時における町の財政支出が多額になることだけは確かです。 

したがって、今からその財政面での準備が必要で、この問題は後日また問題

にできればいいなというふうに思っていますが、ここでは、本日はやめておき
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ます。 

さて、②の質問です。 

災害に向けての備えとも関係しているんですが、高森町では、平成 29 年度

作成し、令和４年に改訂の高森町公共施設等総合管理計画に基づき、さまざま

なインフラ整備を進めてくださっています。水道事業でいいますと、高森町水

道事業基本計画や水道事業アセットマネジメント計画、さらには、公共下水道

事業経営戦略などに基づいて、現在のところ、上水道の水源確保、上水道地域

と簡易水道地域の統合や施設の整備、下水道の農集排統合事業などが計画的に

進められております。 

これらについて、これからの工事について、現在取り組んでいる工事内容の

現状をお知らせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） それではまず、上水道につきましてですけれども、

町内全体の水源確保の見通しがつきまして、令和５年４月には、上水道事業と

山吹簡易水道事業、千早原簡易給水施設の統合が完了いたしました。 

今年度からは、水源開発を行い、施設整備が未施工であり、また、老朽化が

進んでいる配水池の更新として、新川配水池築造工事に着手いたします。その

ほかに、懸案事項であった堂所浄水場の耐震化・土砂災害警戒区域対策を、概

ね令和 12 年度完了に向けて、今年度から取り組んでまいります。そのほかに、

老朽管路のうち、特に耐震性の低い継手を使用したビニール管を中心に、耐震

管を導入して、管路の布設替えを順次進めていく予定です。 

続きまして、下水道でございますけれども、平成 28 年度より第１期となる

上市田・吉田・上平地区の農集排の統合事業を実施し、令和５年度末にすべて

の事業が完了いたしました。今年度からは、第２期となる牛牧・出原・新田地

区の統合事業を、概ね令和 11年度末完了に向けて取り組んでまいります。 

また、農集排統合に伴いまして、高森浄化センターの汚泥脱水機の増設工事

や、ストックマネジメント計画に基づく機械電気設備の更新、マンホール蓋の

更新工事を順次計画していく予定でございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 平成 29 年 12 月の私の一般質問で、上水道については、「今



 - 12 -   

後 10 年間の第１期、その後の 10 年間の第２期、計 20 年間の事業計画で進め

られる」との回答がありました。また、令和元年度の質問では、先ほど申し上

げましたように、監査委員の方から、計画的な管路更新の指摘に対して、「全

体計画の策定を行う」との回答がなされております。それから数年が経ちまし

た。ただいまお話をいただいた第１期計画の進捗状況は、なから理解ができま

した。 

ここの③では、進捗状況をただいま詳細にご説明をいただきましたので、費

用の面について、お聞きをいたします。今後に予想される費用の概算について、

教えてください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 平成 29 年以降、水源開発や水源整備、新鬼の手配

水池・山の寺配水池の築造工事、老朽管路の布設替え工事など、概ね計画どお

りに事業を進めてきております。 

７年間で建設改良に要した費用は約 14 億 8,000 万円です。この間に、上水

道と簡易水道の統合を行うため、令和４年度におきまして水道事業基本計画の

見直しを行い、併せて、整備計画の内容の見直しも行いました。 

今後 10 年間の計画では、主要事業として、堂所浄水場の耐震化・土砂災害

対策・小水力発電施設の設置、新川配水池築造工事、大丸山配水池の耐震化、

山吹第９配水池の更新、老朽管路の更新等を計画しております。この事業費で

ございますけれども、約 23億円を見込んでおるところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ７年間にかかったお金が４億 8,000 万、これからかかるであ

ろうお金が 24億というご回答でございました。 

関連して④の質問に進みます。 

昨年度の９月議会に提出された令和４年度決算書によりますと、令和４年度

の水道事業の純利益 6,351 万 4,664 円で、管路の改修・更新などに使える資金

である資金期末残高は、９億 4,656 万 5,978円となっていました。多少は間違

っているかもしれません。申し訳ありません。 

その資金期末残高の金額を前年度と比較すると、１年間で 206 万 2,446 円増

えている。要するに、管路の更新や改修に使えるお金が１年間で 206 万円ほど
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増額になっていると、ここだけ見ると、使えるお金が増えたわけですので、良

い傾向のように思いますが、ちょっと経年変化を見てみましたら、減額になっ

ている年もあります。 

そこで、過去数年間の純利益と資金期末残高の推移についてお話しください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） ただいまご質問いただきました、純利益と資金期末

残高について、平成 30 年度から令和４年度までの過去５年の推移について、

お答えをいたしたいと思います。 

まず、平成 30 年度の純利益は１億 663 万１千円、資金期末残高は 13 億

7,224 万９千円、令和元年度の純利益は１億 83 万円、資金期末残高は 12 億

1,900 万１千円、令和２年度純利益は 8,313 万７千円、資金期末残高は８億

9,003 万５千円、令和３年度純利益は 7,159 万２千円、資金期末残高は９億

4,450 万３千円、令和４年度純利益は 6,351 万４千円、資金期末残高は９億

4,656 万５千円、以上のような状況となっており、純利益については年々減少

し、資金期末残高は、平成 30 年度以降、水源開発や整備、また配水池築造工

事、老朽管路の布設替え等の大規模な事業を実施したことによりまして、４億

2,500万円ほど減少しておるのが実情でございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 管路の改修・修繕に使えるお金、水道事業に使えるお金が

年々減ってきて、昨年度令和４年度でいくと９億円と、昔に比べると何億とい

う単位で減ってきていることがわかります。 

今までの改修・更新への取り組みで、年ごとに人件費、材料費が値上がりし、

工事費全体の増額になってきていますので、資金期末残高が減額になってくる

ことも仕方のないことだなあと思います。 

そこで、（２）の項目の質問に移ります。 

町民の皆さんは、地上に出ている水道管には目が向きますが、地下にある水

道管・下水道管については、あまり意識が向きません。しかも、先ほど話が出

ましたように、その管路は、数十年前の設置時に埋めたもので、耐久性の問題

から地下の水道管の取り替えが必要になります。 

そこで、現在、町内の上水道関係で結構ですので、取り替え時期になってい
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る水道管、さっきビニール管というお話が出ました。または、期日を過ぎてい

る水道管の総延長はどれほどあり、ここからが大事ですが、その取り替えに必

要な費用はどれほど必要になると予想されているのか、お聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 水道管の法定耐用年数は 40 年と規定されておりま

す。2023 年度末時点を基準といたしまして、導水管、送水管、50 ミリ以上の

配水管を対象とした場合、総延長、高森町の総延長が 15 万 374 メートルで、

耐用年数が超過した管路延長は５万 2,640 メートル、全体の 35％に相当いた

します。 

その取り替えに必要な費用は、既存の管路を同口径及び同延長の耐震管で更

新するとし、布設単価を最新の歩掛単価で算出すると、34 億 6,000 万円ほど

が必要になると想定されております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 段々段々額が大きくなってきてびっくりしているところなん

ですが、先ほどの話で、第２期にかかるお金が 24 億ぐらいかかりますよで、

その中に当然含まれてはいるんですが、いろいろなことを考えていくと、34

億これから管路更新にかかるよというお答えでした。 

そこで、次①の質問です。 

町民の皆さんの中には、「物価高で水道料金の支払いについて負担感が大き

い」とか、「水道料金が高いのではないか」との声もあります。町はコロナ禍、

水道料金の 5,000円分だったかな、の補助をさせていただいております。 

それは別にして、そもそも水道料金の中には、飲む水のお金だけではなくて、

地中に埋まっている水道管の改修・更新の費用も含まれての水道料金になって

いるのではないかと思いますが、高森町の場合、水道料金の中に含まれる水の

代金と、それから地下水道管の維持管理に関わる経費について、その内訳がど

のようになっているか、お答えできるようでしたら、お答えを願いたいんです

が、お願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 水道料金に含まれます「改築・更新の費用」につい



 - 15 -   

ては、予算上の減価償却費が該当いたします。減価償却費は、建設時に投資し

た費用を、耐用年数の期間計算により収益費用を配分するものとなります。減

価償却費については、現金を伴わない支出であるため、補填財源として内部に

留保され、建設改良事業や今後の改築更新に充てられる費用となります。 

令和４年度決算では、３条予算と言われる収益的事業支出総額は２億 1,605

万８千円であり、そのうち減価償却費は 9,410 万円で、約 44％を占めている

という状況になります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 質問していて、段々段々難しくなっていくので、数字だけを

追ってまいりますと、確かに町の水道料金については、飲む、使う、生活用の

水のお金と、いま言いましたように、配管等に関わる費用を鑑みて水道料金が

決まっているということでございます。 

続いて、②の質問なんですが、先ほど１の④でご回答いただいた純利益と資

金期末残高の推移から考えていくと、このままの水道料金、現在の水道料金が

続いていくと、先ほど出ました 24 億、34 億というお金の出所がなくなってま

いります。現在、10 億を切っている高森町で、管路の更新や改良に関わる使

えるお金が９億を切っている高森町では、このままの水道料金が続いていくと、

今後の改修・改善等に対応できる資金、要するに更新、それから一番最初に質

問しました大地震に関わる耐震等に関わる金額は、確保できなくなるときがす

ぐやってくる。近い将来って最初考えたんですが、すぐです、すぐやってくる

とは思いますが、その点、どうお考えでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 議員ご指摘のとおり、昨今の物価及び人件費の高騰

によりまして、維持管理に要する費用が上昇しているため、純利益が減少して

おります。今後も人口減少や節水型の水栓機器の開発等によりまして、給水収

益の増加は見込めない状況です。 

また、先ほど説明させていただいた、大規模な建設改良事業を控える中で、

十分な資金が確保できているという状況ではないということでございます。 

今後は、適正な資金計画、事業実施が必要であると考えておるところでござ

います。 
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以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 水道料金についてのお話にまいりますが、高森町では、③の

次の質問ですが、高森町では３年ごとに水道料金の見直しが行われることにな

っております。前回は、消費税が８％から 10％に変わったときでしたが、ア

ップの２％分が町民の負担になるという理由で、水道料金の値上げはされなか

ったと記憶しています。 

ここ数回の水道料金の変更のその推移はどうなっていたのか、お伺いをいた

します。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 平成 25 年度に、平成 26 年４月から消費税率が５％

から８％に改定されるタイミングで、内税方式から外税方式に変更させていた

だき、その時の水道本体料金の算定過程におきまして、小数点以下端数を切り

捨てたことにより、実質 0.15％ほどの料金の値下げになりました。 

その後、平成 29 年度において、平成 28 年度までの 20 年間の収支を推計し、

検討を行い、その上で、将来的な施設の更新計画を考慮すると、現状の料金水

準を維持すべきであると判断し、料金の見直しは行いませんでした。 

それ以降ですけれども、水源開発や配水池築造工事、統合事業を進めている

中で、水道料金の見直しを行っていないのが現状でございます。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 今の回答にありました、平成 25 年の消費税の５から８への

アップに基づいて、0.15％の水道料金を値上げして、それ以後、値上げしてい

ないという回答かと思います。 

④の質問に入ります。 

先ほどから質問していますように、今後の高森町の水道事業では、安全、安

心な水道水の供給と同時に、安定した飲み水の供給のために、水道管の改修・

更新が重要な業務となっています。今までの質問から、そのときの費用につい

ても、億単位の財源が必要であり、現時点での見通しでは、楽観視できない状

況にあることがわかります。 

そこで、今後の水道料金の見直しについて、強いて言えば、水道料金の値上

げについて、町はどのように考えているのか、お聞きをいたします。 
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○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） これまで環境水道課長の方でお答えさせていただいておりま

すけれども、令和４年度において、事業統合に伴い水道事業基本計画の見直し

を行ったことによって、現状の課題や今後優先すべき事業の洗い出しが明確に

されたということです。 

また、最近は物価上昇だとか人件費の高騰、こういったことがありまして、

維持管理に要する費用や工事価格の上昇など、社会情勢も変わってきていると

いうことです。 

このような状況の中で、実質 20 年以上据え置いて運営してきた水道料金に

ついて、まずは、現状に合った適正な原価計算を行いまして、今後の改築更新

計画等、財政投資計画を明らかにした上で、水道料金の見直しについて検討し

たいと考えております。 

今年度予算では、料金審議会の開催費用を計上していますが、きちんとした

試算根拠を示した上で、議論を進めてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 町長のご回答をいただきました。 

先ほど来、質問しておりますように、高森町の水道事業は、安心、安全な水

を供給するという大前提に立って、計画的に水道料金の値上げについて、審議、

検討を進めていっていただきたいと思います。 

続いて、（３）の質問です。 

ここからは、今後の水道事業のあり方について、お聞きをします。 

高森町だけでなく、各自治体の上下水道事業の課題が山積していることが国

にもわかってまいりました。総務省では、今後の地方公共団体の水道事業につ

いて、その効率化や経営健全化等について、さまざまな方向から広報を行って

おります。これもつい最近ではなくて、もう数年前からこれをやっている。 

その大きなものの一つは、広域化、共同化の推進です。高森町の水道事業で

なくて、ここでいうと、高森町と松川町、高森町と飯田市の水道事業という見

方をする。さらには、民間活用の実施であります。水道事業自体を民間業者に

もう全部お願いしちゃうというようなこともあります。 

今後の高森町の水道事業経営について、これらに対する町の考えがあったら
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お聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 平成 29 年度ですけれども、「飯伊圏域水道事業広域連携検討

会」というのを設置しまして、各市町村の施設状況・財政状況などさまざまな

角度から広域連携の可能性について検討を進め、令和４年度には一定の方向性

が示されております。「飯伊圏域においては、組織体制の強化が図れる、事業

統合を目指すことが望ましいが、山間地の多い地形であり、小規模な施設が点

在していることなど、物理的な施設統合が困難であることや、事業者間で給水

原価等に格差があることから、現状では困難」と判断をしています。 

まずは、「事務の共同化」により、スケールメリットによる経費の削減を図

るとともに、仕様書の共通化等の作業を通じて技術力や専門性を高め、各種サ

ービスの向上を図ることを検討し、段階的に給水原価の格差、利害の調整に取

り組むとしています。 

現時点では、つまり飯伊地域全体で足並みを揃えて行うことは困難というか、

無理でありますので、北部５町村で以前から行っている、水質検査の共同発注、

こういったものを基礎として、昨年度は給水工事申請書の様式等の統一を行っ

て、統一について議論をしているということであります。 

町としては、まず、近隣の町村と資材・薬品、検針といった業務に対して、

共同購入であったりとか、共同発注及び共同管理等を検討して、コストを下げ

るということを行ってまいります。 

併せて、一点申し上げますと、今年度から水道事業を管轄する業務が、厚生

労働省から国土交通省に変更になっております。水道業務の補助事業等が今後

どういうふうになってくるのかというのが、見通しがなかなかつかないんです

が、共同化することによって、工事費の助成が受けれるとかということが、当

然出てくると思っております。なので、そういったところの方向性が示された

暁には、例えば、天竜川の西側地域、飯田市と松川の一部等と共同化をしてい

くというところを真剣に考えないと、先ほど言われた 34 億であったりとかと

いうところの資金を、すべて受益者負担で賄うというのは難しいと思うので、

そういったところをどういうふうにしていくのかというところも、先ほどの審

議会の中でも合わせて検討してまいりたいと思っております。 

以上です。 
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○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） （３）の質問を考えたときに、これは聞いても無理だろうな

と私は思いました。実際に、高森町のような規模の自治体と松川町のような広

い範囲の場合、飯田市のようにどでかい山の中のすごいところまである、これ

を一本にまとめるなんていうことは、まあ難しいだろうなと。 

今、町長のお話の中で、現在やっている水質検査は北部５町村でやっている

んだけれども、それ以外にも共同購入をしたり、共同発注をしたりすることに

よって、何かプラスになることがないかなあと探っている現状であると。国の

方も、いま申しましたいくつかの民営化とか、共同とかということには限界が

あることはわかっておりますので、そのうちに補助金もしっかり付けてくれる

んだろうなというふうには思います。 

時間もございません。最後、３の質問で、（３）の①の質問です。 

現時点で、水道水、高森の水道水への町民からのご意見や、事業そのものに

対する苦情が、私の耳には入っておりません。「高森町の水道水はおいしい」

と言われております。昔、一般質問でこれを言われた議員もおりました。 

その点からも、現時点での高森町の水道事業は、健全経営が行われていると

考えています。しかし、質問してまいりましたように、今後のことを考えると、

災害対応や老朽化への対応、さらには、これは大きいんですけれど、人口減に

よる水道料金収入の減額、もっと言えば税の減額もあるんですが、など課題も

見え隠れしております。20 年にわたる長期計画の１期目が終わるところでは

ございますが、今後について、長期的スパンでの計画見直しについて、考える

ことが必要ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） ご指摘のとおり、長期計画につきましては、常に現

状を考慮した上で見直しが必要でございます。先ほど町長が答弁いたしました

けれども、令和４年度には、事業統合に伴いまして水道事業基本計画の見直し

を行い、現状の課題や今後優先すべき事業の洗い出しが明確になっております。 

また、７年前の計画事業費では実施が困難であると思われるため、現状に即

した財政投資計画を明らかにし、全体にお示ししたいと考えております。 

また、この計画を基に、適正な水道料金の検討を行いたいと考えております

ので、よろしくお願いいたします。 
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以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 高森町のおいしい水がいつでも飲めるように、高森町の今後

の水道事業について期待をいたします。 

以上で私の質問を終わりにします。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を 10時 45分といたします。 

 

休 憩  午前１０時２６分 

再 開  午前１０時４５分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、再開いたします。 

 

◇ 通告３番 北沢幸保（10 番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 10番、北沢幸保議員。 

○１０番（北沢幸保君） 10番、北沢幸保です。 

それでは、通告に従いまして、「福祉の町」高森の過去、現在、将来につい

て伺ってまいります。 

（１）に入ります。 

当町は以前、福祉の町と言われて、他市町村からうらやましがられ、町民は

誇らしく思った時期がありました。当時、町はどのような施策を行い、他自治

体をリードしていたのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 北沢議員が言われている当時というのが、いつくらいなのか

というのについては、ちょっと私たちでもわからないところにあるんですが、

高齢者・介護者に対した政策としては、昭和 62 年に福祉バスの運行を開始、

平成 15 年には、介護保険利用者の負担軽減として安心介護支援金を、平成 30

年に、介護タクシーやおでかけタクシー券の交付、令和元年には、福祉バスか

ら公共バスに変わった、公共交通に変わったことを受けて、寿タクシーの事業

を始めています。その他担い手に課題はありますがけれども、お助けマンによ

る地域サロンの運営などを行っています。 
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子育て支援策としては、平成 15 年に、中学３年生まで医療費を無償化し、

平成 30 年には高校生まで拡充をしています。平成 25 年以降は、小中学校のＣ

ＲＴ・ＭＲＴの検査費やテスト等の費用、それから学年教材費のほとんどを、

それから今年度は、中学生の通学カバンを公費負担としています。また、教育

相談室に教育相談員を配置し、保・小・中が連携した子育て相談事業を展開し

ているほか、小中学校には加配の講師を複数配置し、さまざまな子どもの特性

に合った学校運営のお手伝いをしています。 

また、子育て支援センターによるつどいの広場、専門家を交えた育児・子育

て相談、会員の協力によるファミリーサポート、乳幼児健診、乳幼児相談の充

実など、さまざまな事業を現在も実施しています。 

町では、昭和 46 年に初めて振興総合計画を策定し、以降、令和２年策定の

第７次まちづくりプラン振興総合計画に至るまで、常に社会の変化の中で町の

将来を長期的な視点に立って検討し、まちづくりの方向、施策を定め、共通の

指針を示し、町民の皆さまと一緒にまちづくり進めています。 

他自治体との比較で行っているものではなく、振興総合計画のもと、常に町

民の意識、価値観、社会の変化に応じた住民福祉の増進に努めているというこ

とです。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

現在、町民は、昔のように、福祉の町だと言う人は少ないというふうに感じ

ております。なぜ、福祉の町と言われなくなったのか。そのように行政の軸足

を転換してきた原因等あれば伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 地方自治法第１条の２では、「地方公共団体は『住民の福祉

の増進』を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実

施する役割を広く担うものである」とされています。 

当然、高森町として「住民福祉の増進・向上」といったことは常に心がける

べきと認識をしています。 

福祉の目的は、町民が安心して暮らせる社会を実現し、誰もが自分らしく生

きられるよう支えることです。社会保障、社会福祉、公衆衛生、教育福祉、生
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活保護など経済的な支援だけではなく、各種サービスの提供、精神的なサポー

ト、社会参加の促進等さまざまな側面からの取り組みが必要です。 

先の答弁でもお伝えさせていただいたとおり、町では振興総合計画を定め、

その基本構想を議会に議決いただき、さまざまな事業を実施しており、町とし

て福祉に力を入れなくなったという認識は全くございません。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、②に移ります。 

全国的に少子高齢化が進行しております。当町の５年間の出生数の推移、原

因分析、令和６年度の対策、中長期の対策を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） ５年間の出生数の推移としましては、令和元年 79

人、令和２年 63人、令和３年 87人、令和４年 87人、令和５年 79人です。 

まちづくりプランにおける目標人口の成果指標となっておりまして、毎年出

生数、合計特殊出生率、婚姻件数の推移、原因分析を実施、その結果をもって

次年度の施策の方向性を確認しております。 

令和元年、２年の出生数は、少なからず感染症、コロナの影響を受けたもの

と思っております。 

また、婚姻数も減少したことから、令和３年以降の出生数への影響を懸念し

ておりましたが、令和３年、４年は計画値を上回ったことから、取り組みの成

果として評価しています。 

あったかテラスの開設、子ども家庭総合支援室の設置、保育料の無償化、民

間保育所の開設、不妊治療費の保険適用に伴う補助額の増、妊娠期への相談事

業の充実、出産・子育て応援給付金等、妊娠・出産への支援の充実が進み、切

れ目ない支援の取り組みが影響していると考えております。 

令和６年度は、子どもの成長に合わせて、「家庭」としてどう成長していく

か、母子保健の視点、児童福祉の視点を合わせもった支援をより充実していく

こととし、女性特有の課題への相談窓口の新設、不妊治療への経済的支援の増、

働きながら治療ができるよう周りの理解促進、子ども家庭総合支援室の機能の

拡充等取り組みを進めているところです。 

令和５年の計画値は 81 人でしたが、出生数は 79 人となっています。婚姻数
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が 30 組以下であること、また、20 代の女性の転出数が他の年代より多いとい

った傾向はありますが、引き続き子育てしやすい環境、体制の整備を主軸とし

つつ、町内外の多様な世代が、将来も高森町に住みたいと思える魅力的なまち

づくりの環境整備も実施することで、高森町で産み、育てたいと感じていただ

けると思っております。 

今後は、前期の評価、分析を実施し、後期計画に向け、必要な施策に取り組

んでまいります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

ただいまいろいろな施策をやって、子育ての世代を応援しているということ

でありますが、国の方でも、この間、６月５日に 2023 年度の出生数が 1.2 で、

過去最低であったというふうに報じられておりますが、高森町の令和５年度の

出生率はどのくらいになっておるのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 合計特殊出生率ということだと思いますが、令和５

年度は 1.57になっております。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に入ります。 

毎年行っております「町民生活・意識調査」というのがありますが、ここで

「子育てしやすい町」だという回答をした割合が、令和４年度が 27.4％、令

和５年度は 22.2％と、若干減少しております。 

少子化対策や子育てしやすくするためには、この評価を上げる施策が必要だ

と考えます。どのような施策が必要なのか。先ほどもいろいろの事業の説明を

していただきましたが、何が足りないのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 町では、「子育てしやすいと思う」というのと、「ど

ちらかといえば思う」の合計数値で評価させていただいておりまして、令和 

４年度の実施町民生活意識調査では 63.2％、令和５年度町民生活意識調査で

は 62.9％となっています。 

この町民生活意識調査の対象は全世帯からなっていることから、「わからな
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い」と答えられた方も、令和４年度には 24.4％、令和５年度 23.3％と多くな

っているということはあります。 

第７次まちづくりプランでは、分野Ｂ、子育てしやすい環境の実現「こども

はたから」みんなで育てる地域の子とし、家庭が安心して自信をもって子育て

ができる、また、地域が家庭や子どもたちをやさしく見守ることを目的として、

子育てに関して困り感を感じ、孤独感を持つ家庭への支援を重点に、乳幼児相

談・健診、年中児相談、子ども家庭総合支援室の開設、産後ケア等、相談体制

の拡充、充実に努めてまいりました。 

その結果として、教育委員会において５年ごとに実施している、町内在住の

就学前児童の保護者及び小学生児童の保護者を対象にした子ども子育て支援事

業計画策定に係るニーズ調査におきましては、保健師による相談事業の認知度

が、前回、平成 31 年３月に実施したときには 69.6％でしたが、令和６年２月

に実施したものは 86.8％に、保健師による相談事業の利用経験が、前回が

23.7％であったものが、69.8％に増加し、地域子育て支援センターである「あ

ったかてらす」の利用しているかどうかの問いも、17.8％から 48.5％に増加、

子育て拠点施設としての活用が進んだものと感じているところです。 

その中で、このニーズ調査においても町民生活意識調査と同様に、「子育て

しやすい町か」といったものを保護者の皆さんに調査をしております。就学前

児童の保護者は 69.7％から 70.3％に、小学生児童の保護者は 74.4％から 63％

となっています。 

小学生児童の保護者における満足度につながらない要因は、今後、町、教育

委員会、学校等と連携し分析を実施、対応していくことが重要と考えておりま

す。 

今年度から教育支援センターの設置、各校での研究会の立ち上げなど始めて

いるところではありますが、今後も必要な支援を行ってまいります。 

また、このニーズ調査では、保護者の就労状況、保育園の利用状況、子育て

支援関連事業の利用状況、育児休業や短時間勤務など、職場と子育ての両立支

援制度などの調査を実施していることから、その結果についても分析し、今後、

子ども子育て会議等でご意見をいただきながら取り組みにつなげていきたいと

思っております。 

また、子育て世代の声を直接聞く機会も大切と思っておりますので、３歳児

の乳幼児健診時におけるアンケートの実施、それから、今年度から社協が開催
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しております「ななの木カフェ」では、お母さんたちが集まる機会がございま

すので、そういった懇談会等に保健師の方が参加させていただき、子育て世代

の求める支援の聞き取りを現在進めているところでございます。 

家庭が安心して自信をもって子育てができるよう、今後もさまざまな支援を

継続していくとともに、複雑化している相談内容への対応のため、社会福祉士

や臨床心理士の増員も視野に入れ、住民福祉の増進のため努めてまいります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ありがとうございました。 

（２）に入ります。 

子育て支援の施策として、学校給食の無償化が全国の自治体で急速に広がっ

ています。青森県では、学校給食費無償化等子育て支援市町村交付金というも

のを創設して、今年の 10 月から全県での小中学校給食費の無償化が実現され

るようです。また、東京都では、23 区で４月から給食費の無償化が始まって

います。 

さて、令和６年度、当町の保育園・小学校・中学校の給食費はどのようにな

っていますか。また、町の保護者負担軽減に対する補助対策を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 保育園では副食費と言いますが、３歳以上の

お子さんのおかず・おやつ代になります。現在では１月 4,500 円としまして、

保護者さんからご負担いただいております。 

なお、副食費については、国から示される価格を参考にしておりますが、現

在は実は 4,800 円となっております。当町ではこの 4,800 円に基づいて、いわ

ゆる賄材料費などを予算計上、いわゆるこれで材料等買って、子どもたちへお

かずやおやつ等を提供していますが、あくまでも保護者からは 4,500 円をいた

だいているということになります。 

なお、私立保育園に関しても同様に、この 4,800 円を参考に補助を行ってお

ります。 

続いて、当町の学校給食に関してですが、現在、本来であれば小学校であれ

ば１食当たり約 304 円、中学校では約 359 円のところを、実際の保護者負担は

小学校 265 円、中学校 320 円としています。これを割合にしますと、本来の 

１食当たりの給食費に対して、町から 11～13％の補助を行っていることにな
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ります。 

このうち、就学援助制度に関してですけれども、準要保護児童生徒に該当と

なった家庭には、児童生徒一人に対して本来の保護者負担分の給食費の約７割

を扶助費として支給しております。 

また、同制度においてですが、特別支援学級に通級しているお子さんには、

この７割の半分、本来の 35％になりますが、これが町補助となります。 

なお、学校給食、就学援助制度については、令和５年第３回定例会の原議員

からの一般質問にて既に回答しております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、①に入ります。 

令和６年度の当町を除く飯伊 13 自治体の給食費無償化や補助制度の実態を

伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 今回、主に学校給食の方を調査して調べてま

いりました。飯伊 14 市町村、高森も入れてですが、大きく３つに分類される

ということがわかりました。 

一つ目は「完全給食費無償化」というパターンです。これは 14 市町村のう

ち６つの自治体が既に導入しております。なお、一つの自治体では、完全無償

化における自治体負担が約 6,000 万円以上というふうになりますが、その他の

５つの村は 200万～500万円というのが予算規模となります。 

二つ目は「割合補助」というパターンです。これは 14 市町村のうち４つの

自治体が該当になります。いわゆる自治体補助ですが、５割、６割、８割とい

う３つの補助率を導入しておりました。なお、この市町村の学校給食における

賄い材料費の規模は、800 万～3,200 万円程度となっているのがこのグループ

となります。 

最後は、当町を含む４町村ですが、「その他」というふうに分類できるかと

思います。この多くは、当町も該当しますが、昨今の物価高騰分など、食材費

の高騰分を値上げせず、１食当たり 20 円～40 円をそれぞれの町村で負担して

いると、市町村で負担しているというものになります。先ほども説明しました

が、自治体補助に換算しますと、およそ 10％程度の補助というふうになるか
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なと思います。このグループの賄い材料費の規模になりますが、3,500 万円程

度から当町の約 7,000 万円、そして市レベルの約５億円というのが予算規模と

なります。 

なお、当町の場合ですが、平成 13 年度から、牛乳については、それまで県

指定業者から購入していたものを、地元の市田酪農さんに切り替えております。

その差額分について、20 年以上補助を行ってきたという歴史がございます。

切り替えた当初は、当時の資料を見ますと、年間約 400 万円、今年度は約 500

万円の予算を認めていただいておりますが、変わらず給食費に対する補助を行

っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） では、②に移ります。 

憲法 26 条は、教育を受ける権利を保障しております。そして２項の義務教

育の無償条項は、その手段になるわけです。ここ数年でこの２項について、給

食費無償化を含める自治体が急増しております。 

①の答弁にように、近隣自治体でも少子化対策を含めて拡充されてきておる

ところです。特に隣の松川町では、保育園・小中学校で無償化を実施している

ことに、大きな格差を感じる町民が大勢います。 

当町は、近隣自治体との格差について、どのように分析し、来年度以降、格

差をどのように是正するのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 北沢議員からのご指摘もありましたが、その

部分で町民の皆さんが差を感じているというのは、そのように感じるというの

はあるとは思います。 

ただし、そもそも、給食費の部分のみを取り出して、その点について無償化

している、していないという部分で、自治体のそれを「格差」と見るかどうか、

それはそれぞれお考えがあるんではないかなというふうに思います。 

また、是正するのかという、ちょっとお言葉もいただきましたが、一般的に

是正というのは、悪いところを直していくと、正していくということになりま

すが、学校給食の無償化の未導入という部分をちょっと悪いというふうにとら

えるかどうかというのも、人それぞれお考えがあるんではないかなというふう
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に思います。 

なお、保護者負担軽減という切り口からお答えしますと、高森町では学校関

係予算では、本来、保護者が負担すべきテスト代を、長い間公費負担してきた

経過がございます。そもそもテストですが、あれはテストを行った後、お家に

持ち帰るもの、個人のところに返るというもので、本来は私費、私で負担する

というものがその考え方なのですが、長い間この部分を公費で負担してきたと

いう部分がございます。 

今年度については、これも議会の方で予算をお認めいただき、中学校におい

てはさらに 200万円の予算を認めておいていただいております。 

各自治体が抱える背景や環境というのはそれぞれあります。そこからまた生

まれる市町村の課題というのも、隣だとしても、違いがあって当然かというふ

うに思っております。そしてまた、その課題解決の進め方についても、重要度

や優先度、そして解決する順番も違ってくるんではないかなというふうに考え

ております。そういう意味でも、一つのところを取り出して、ちょっと「格

差」ととらえるのも、そこは少し慎重に考えるべきかなというふうに考えてお

ります。 

周りがやっているからうちもやるというのは、本当にこの高森町が抱える課

題解決に結びついているかどうかというのは、もう少し議論が必要かなと考え

ております。 

その点も踏まえてになります、繰り返しになりますが、今の時点で町の給食

費の無償化の導入につきましては、令和５年の第３回定例会で原議員の方から

も一般質問にていただきましたが、壬生町長から回答したということになりま

す。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に移ります。 

当町の現在の給食費で、義務教育の９年間を積算しますと、１人で約 51 万

円、２人では 100 万円を超えると思います。松川町とは大きな格差となってお

ると思います。 

当町で、給食費無償化をするために克服しなければならない課題は何なのか、

伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 
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清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 令和５年第３回の定例会の原議員からの質問

の中でも、今のたぶん年間で 50 万円ぐらいかかるかなというご質問をいただ

いており、壬生町長の方からは、現時点で高森町ではすぐに給食費の無償化と

いうのは考えていないというふうにお答えしたところになります。 

仮に、完全無償化導入をした場合というのは、２つの課題があるかというふ

うに思います。 

これもその際お答えしましたが、完全無償化導入を前提とした場合の課題の

一つは、やはり財源の確保かなとなります。先ほど私が３つの市町村、３つの

分類にしまして、賄い材料費を予算規模というふうにお伝えしましたが、まさ

にこの部分が完全無償化をした場合に、それぞれの市町村が負担をするという

金額になります。高森町の場合は、毎年約 7,000 万円の歳出が、完全に町単独

費用として行われることとなります。 

もう一つの課題は、先ほどお話ししました、以前の町長答弁の中でもお答え

しましたけれども、その導入の目的をどう考えるかということになるかと思い

ます。 

よく目的というのは、私たちは行政評価をやっていく中では、「対象」と

「意図」というふうに並べますが、まず対象については、「すべての児童生

徒」に対して無償化を導入するかどうか、いわゆる補助の対象をどこに設定す

るかという部分になります。 

全国の事例ですが、小学生は保護者負担だけども、中学生は無償化にするな

どの施策をとっているところもあります。ただし、これもなぜ中学生のみ無償

化にするかという、その中身を見ることが大事かなというふうに思っておりま

す。 

先ほど紹介しました近隣の市町村でも、割合負担を行っている自治体もあり

ます。なぜ、何割という部分で補助を行うのか。これも、そこに意味を持たせ

る、理由を持たせるというのは、そこに税金を充てるという部分では、大事か

なというふうに考えております。 

また、「意図」についてですが、なぜ無償化が必要なのか、無償化をするこ

とで、対象者、この場合ですと保護者さん、ご家庭ですが、どのようになるこ

とをゴールにするのかというのを研究することがあるかなと思います。 

正直、当町において、「隣がやっているからやるべきだ」「保護者の立場であ
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れば、無償化になったらうれしい」というご意見、それは正直なご意見だとは

思いますが、先ほど答弁したとおり、それが本質的な町の課題になっているか

どうかというのは、まだ研究させていただければなというふうに思っておりま

す。 

また、先ほど以来話しておりますが、令和５年第３回の町長からの答弁の中

で、町長からは一つの道筋として、所得の向上について言及をされております。

いわゆる給食費を無償化するのではなくて、受益者負担はしっかり果たしてい

ただいて、しっかり働ける環境づくり、所得をしっかり上げていく仕組みを、

町全体として取り組んでいくというお考えを、その際にも示させていただいて

おります。 

また、もう一つお話しされたのは、所得についてですが、高額所得のご家庭

にも一律に無償化でいいのかと、それがそもそも正しいことなのか、町民の皆

さんのご理解を得られるのか、という点も町長からお話しをさせていただいた

と思います。 

なお、現在の学校給食法ですが、施設整備や運営に関する経費、これは主に

人件費になりますが、これらについては自治体が負担することとなっておりま

す。 

なお、学校給食費については、この法律の中では保護者負担だよというふう

に現在は定められております。 

現在、国でも子育て支援の一つとして、この学校給食の無償化を検討してい

るというのはご存じだと思いますが、国策として法改正を行い、学校給食費の

無償化が進む動向を、今の時点では見ていきたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） （３）に入ります。 

令和６年度、飯伊 14 自治体の子ども医療費の受益者負担金はどのようにな

っているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 令和６年４月１日現在では、受給者負担なしは５つ

の村、受給者負担 300 円は７町村、受給者負担 500 円は、高森町と飯田市とな

っておりまして、飯田市は８月１日から受給者負担 300円となります。 
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以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、①に移ります。 

令和５年度の実績から、当町の受益者負担金、現在 500 円ですが、これを

300 円に、あるいは完全無料化、０円にする必要な原資はどのくらい必要なの

か、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 令和５年度の実績件数は１万 9,184 件になりますの

で、受益者負担金を 300 円にした場合は、町の負担額は 383 万 6,800 円、受益

者負担金を０円にした場合は、959万 5,000 円となります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 続いて、②に移ります。 

飯伊では、当町だけが受益者負担金 500 円と、先ほど言いましたように、飯

田市は今年の８月から 300 円ということであります。今年度、長野市だとか松

本市では、さらなる軽減が必要であるという判断のもとに、受益者負担金 500

円をなくす窓口完全無料化にする検討が始まっておるというふうに聞いており

ます。 

なぜ当町は、受益者負担金をなくす完全無料化の予算配分ができないのか、

伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 受益者負担の減額や減免を実施できないのかと問わ

れれば、受益者負担は医療機関側の負担金としては必要な経費ですが、町が補

助するということは可能です。ただし、子育て支援、また北沢議員がおっしゃ

る福祉の観点から考えると、この事業のみで議論するのではなく、持続可能な

まちづくりのため、どういう支援が、いつ、どういう時に必要か、またどうい

った方法が最善かといったことを見極めながら、包括的に議論すべきと考えて

おります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をすいません。 

当町で窓口完全無料化にする、もしするとした場合に、誰が提案し、提案と
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いうか起案ですね、どのような経過を経て決定されるのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問ですか。補足質問にはなっていませんが、よろしい

ですか。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、（４）にいきます。 

○議長（岩口友雄君） 壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、給食費も含めてということにはなるかと思うんですけ

れども、保護者の皆さんがいま現状どういうふうにお考えになっているのかと

いうところを、町としてはきちんと調査をする必要があるかと思います。 

そのために、社協が行っている「ななの木カフェ」であったりとかという、

そういった現場に私や担当課長が出向いていって、この辺のことについて、ど

のようにお考えになっているのかというところについても、意見交換等は今後

行ってまいりたいと思っております。 

その結果、どのような形にするのかというのは、財源等も含めて町の方で検

討して、最終的な結論を出すというようなところで、予算案として、来年度盛

るか盛らないかというような形になるのかと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） （４）に入ります。 

県は、今年度から外来受診の子ども福祉医療の年齢を、小学校３年生から中

学校３年生に引き上げました。この結果、当町では、令和５年度の実績に当て

はめますと、町の負担はいくら減額になるのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 令和５年度の実績から計算いたしますと、全体の扶

助費は 3,788 万 8,682 円、補助金は 933 万 9,000 円、差引、町の負担は 2,854

万 9,682 円です。これを令和６年度に換算しますと、補助金は 1,487 万 1,000

円となりますので、差引、町の負担は 2,301万 7,682 円となり、町の補助金は

553万 2,000円減額となります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

国は、小学生以上の子どもに医療費助成をしている自治体に対して、これま

でペナルティーを強いてきました。今年度は 18 歳未満までにそれが引き上げ
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られました。当町のペナルティーはいくら減額されるのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 長野県に対して国からの負担金が減額措置されてお

り、全県の自治体で福祉医療の状況により按分し、納付金として県に支払って

いますが、高森町の納付金は、令和６年度当初、約 26 万円を予定しておりま

したが、今回の決定により０円となる見込みです。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

国や県は、少子化対策として、子ども医療費の支援を拡充してきております。

当町に当てはめますと、先ほどの（４）あるいは①で、およそ 580 万円ほどに

なります。 

また、各自治体には、負担が減った分、別の子育て施策の財源に充てるよう

にというふうに、県の方でも要請をしておると思います。 

当町の令和６年度予算では、（４）や①で負担軽減される金額を何に充当し

ているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 市町村が実施する福祉医療制度が安定的に継続でき

るよう、県における「福祉医療費給付事業」のうち乳幼児等医療費給付事業の

助成の拡充につきましては、町として継続的に県へ要望を上げ、また議会の皆

さまからも要望として取り上げていただいた成果として、今年度から外来診療

分においても中学３年生まで助成対象となりました。補助額が増えたことによ

り、町からの負担額が減額となっている状況です。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

その 580 万円ほど町の負担は減ったということですが、それを子育て支援だ

とか、少子化対策、そういったところに、あるいは福祉医療の窓口受益者負担

金、そういったところに回す検討ということはされたのでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 
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○健康福祉課長（福島直美君） 先ほどの答弁の方でもお話をさせていただきました

けれども、確かに 500 万余の減額にはなっておりますが、これはあくまでも本

来、県が見ていただければ、それだけ 500 万円が補助額として大きくなります

よということをお願いしてきた成果だと思っております。 

ですので、今後、福祉の観点から考え、この事業のみで議論するのではなく

て、全体的な議論の中で、どういったものにこれを使っていくのかといったこ

とはしていくべきと考えているところです。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に移ります。 

皆さんね、日光市、熱海市、箱根町のこの市や町の共通点は何だと思われま

すか。いずれも世界的な観光地であります。しかし、消滅可能性自治体のリス

トに名前が挙げられたという驚くべき実態があります。 

当町は、クラブハウス、サッカー場、「ＭＩＺＢＥステーション」など、リ

ニアが来るまでに「賑わいの場所づくり」が必要だと、そういう理由で多くの

税金を注ぎ込んでおると思います。このようなまちづくりは、持続可能な自治

体にするために必要な投資にならないことを、先の観光地は示しているのでは

ないでしょうか。 

少子化対策や持続可能な町にするためには、医療、福祉、教育などを重視す

る政策に転換するべきだと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） これまで一生懸命ご説明をさせていただいてきておるんです

けれど、町は、国の制度で決まっているものではない部分、町独自の子育て支

援策として、例えば、経費の面であれば、教材費だったりとか検査費用、こう

いったものを大きく助成をしています。公費負担にして、学年費を減らしてい

るということをやっています。それは、他市町村では実施してない保護者負担

の軽減になっています。 

ただ、これが見た目として、給食費を負担にした方が、保護者負担じゃなく

て公費負担にした方がいいんだよということであれば、それはそういったやり

方でもかまわないと思いますが、本来、国が決めている制度に対してはきちん

とそのとおりやり、そうじゃなくて、町が独自でやれる部分のところできちん
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と支援をするというのが、私たち行政側の執行部の考え方ということです。 

ただ、保護者の皆さんにそれが伝わってないとするのであれば、そこの部分

については、きちんとやっぱりお伝えしなきゃいけないというのを、ここ数か

月感じているところではあるので、町は、保護者の皆さんに何を補助している

のか、どういう形で補助しているのか。例えば、同規模自治体の教育費の一般

会計に対する割合を見ていただきたいと思うんですけれど、高森町は高いです。

民生費も高いです。これをさらに上乗せていけということであれば、それはぜ

ひ議会側からもう予算案を上げていただくという、そういうことしかないのか

なということも感じています。 

ただ、議論としては、必要な部分もあるので、給食費や医療費、特に医療費

の部分については、考え方はいろいろあると思いますので、その部分について

は検討をしますが、まずは、国に対して具体的な財源を示しながら、やっぱり

要望して、国として完全給食費無償化、18 歳までの医療費無料化ということ

を実現していくということも、高森町議会としても、私としても大切なことで

はないかと思っています。 

例えば、10 月から始まる子ども・子育て給付制度、これの財源については、

何をするかというと、公的医療保険の掛け金を上げて、そこから充当していく

という形をとっています。そこで給付金を所得制限なしに配るというような、

そんな制度を設けるのであれば、やはり給食費であったりとか医療費を完全無

償化するという財源に充ててほしいというようなことを、高森町からきちんと

要望していくであったりとか、そういった機会を設けていくということは、非

常に重要なことだと思っています。 

次に、議員の言われる「賑わいの場所づくり」、これは観光資源としてだけ

ではなくて、町民の健康の増進、交流の場、活動意欲をかりたてる場のみなら

ず、農業者の新たな販路開拓や商業者の事業拡大により地域経済の活性化にも

つながる、これも福祉の事業だと私は思っています。 

ですので、これまで再三申し上げていますけれども、現在の高森町の課題は

何かということをやはり考えたときに、平成の間、高森町は住民が増えてとて

も人数が増えましたと、人口が増えましたと言っていますが、結局のところ、

消防団に参加してくれるわけではない、自治会をやめてしまう人がいるという、

そもそもの政治であったりとか、まちづくりに対する無関心層がどんどんどん

どん増えていった結果、今の高森町のまちづくりはどうなっていますかという
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ところを、やはり考えていく必要だと、考えていくことが必要だと思います。 

町や自治会が地域づくりのために行う作業であったり、自治会費の負担を負

担ととらえて脱退するということではなく、できる範囲で参画しながら、地域

や町に対する責任や負担をきちんと果たすと、このように共生社会の中で、ま

ちづくりに欠かせない「人」を大切にして、育み、お互いに認め合い、支え合

う活動こそ、子育てや福祉にとって最も重要で、こうした「人財」が町に増え

ることで、誰もが暮らしやすい地域となって、住民福祉の増進につながるので

はないかと私は思っています。北沢議員がおっしゃる子育て、福祉といったこ

とが、どういう観点でとらえているのかということについては、私はわかりま

せんけれども、やはり地域全体をとらえて、今の課題をどう解決していくかと

いうことで、将来のまちづくりにどうつなげるかというところを考えていくこ

とが、福祉にとって一番基本で必要ではないかと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それじゃあむすびとしますが、町長は、バックキャストの

視点で今年度の予算編成を行ったというふうに述べております。しかし、少子

化対策や持続可能な町にするために必要な医療、福祉、教育等について、町民

は納得していない人もおります。将来、再び福祉の町高森と言われるように、

政策を転換することを訴えまして、質問を終わります。 

 

◇ 通告４番 齋藤 天（２番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ２番、齋藤 天議員。 

○２番（齋藤 天君） ２番、齋藤 天です。 

通告に従い、一般質問させていただきます。 

さしあたりまして、この定例会の前の臨時会の方に遅れてきましたこと、大

変、この場をお借りして謝罪させていただきます。大変申し訳ありませんでし

た。 

では、一般質問に入らせていただきます。 

世界情勢がとても不安定な時代になっております。そんなときに、目の前に

ある農地で取れたおいしい野菜、お米、果物が食べられる、そんな当たり前の

日常を守り続けることがいま大切だと思います。 

今、世界は大転換期が迎えていると言われております。文明の転換から宇宙
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規模の転換までいろいろなものが重なっていると言われており、人類史でまれ

な時期だそうです。この辺では、気候の変動により、果物が段々できないんじ

ゃないかと、さまざまなことを心配されている方が多いです。世界の情勢も激

しくなっております。ロシア・ウクライナの情勢はご存じと思います。しかし

ながら、日本の報道ではなかなか出てまいりませんが、パレスチナ問題も続い

ております。アフガニスタン、シリア、またはリニア内戦、イエメンなど、さ

まざま数多くの場所では内戦や紛争が起きております。 

また、日本でも、台湾有事や韓国・北朝鮮などの摩擦などもテレビでも報じ

られております。先の大戦では、多くの先人のおかげで、私たちはこの日、平

和な日々を過ごしていると私は考えております。 

さて、経済に目を移せば、ロシア、中国が台頭し、ＢＲＩＣＳにより米ドル

を脱するという動きも出てまいります。そのような多様な世界経済情勢が今、

日本、そして高森町にも訪れていると、そんな影響が始まっているのではない

かと考えております。輸入の資源はどんどん高騰しております。高森町議会の

補正予算の方にも、物価高騰によるものが増えております。建設業、商工業、

農業など、各現場レベルでも影響の声を聞いております。 

近い将来には、国内でのエネルギーや資材の自給率、食料自給率というもの

の向上が必要になってくるのではないかと予想されます。 

そこで国は、食料・農業・農村基本法を見直し、４つの方向性を示しました。

１、皆さんに食料を届ける力の強化、２、次世代へつなぐ、環境にやさしい農

業・食品産業への転換、３、新たな技術も活用した、生産性の高い農業経営、

４、農村・農業に関わる人を増やし、農村や農業インフラを維持する。 

それ受け、農水省では、地域農業のマスタープランの本格的な対応が始まっ

ております。その一環として、本年度、高森町でも地域計画（人・農地プラ

ン）が始まります。その地域計画策定に向け、町民に対してアンケートが開始

されました。農業をされている町民の方にお一人お一人お聞きしますと、「こ

れはどうなるの」「これは何が目的なんだ」とそのような声もお聞きいたしま

す。 

まずは、基礎的なところからお聞きして、町民の皆さまにご確認いただくと

ころから質問させていただきたいと思います。 

それでは質問に入ります。 

そもそも地域計画（人・農地プラン）というものはどのようなものなのか、
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ご説明をお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） それでは、答弁させていただきます。 

人・農地プランは、農業者が話し合いに基づき、地域農業における中心経営

体、地域における農業の将来のあり方などを明確化したものになります。 

地域計画は、農業経営基盤強化促進法の改正が令和５年４月１日に施行され、

これまでの人・農地プランが法定化され、地域農業のあり方を示した「人・農

地プラン」に、10 年後の１筆ごとの農地の耕作者を示した地図である「目標

地図」が添付されたものになります。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） 10 年後のこの地域の、全国的に農業を守っていくというこ

とで策定されていくものでございます。なかなか自分たちの農地をどのように、

どうなっていって、今後どうするんだとか、どこまでがうちの土地なんだとか

ということを今やっていただいておるわけですけれども、それをやっても、何

があるんだということが意外と伝わっていないと思います。 

そこでお聞きいたします。 

それをやってのメリットやデメリットというものを端的にご説明いただけれ

ばと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） メリットとしては、地域内で進むべき農業の姿、あり方

を定め、視覚的に共有することができ、そこから農業の担い手が効率的に自身

の意向を反映した経営拡大がされ、国や県の補助や支援を受けやすくなるなど

が挙げられます。 

課題として挙げるとすれば、地域での話し合いを重ねる手間や農地の利用意

向が公表される、圧倒的に出し手と受け手の数に開きがあること、権利移動の

手続きに時間がかかる、今後の農振除外等の土地活用に影響があるなどが考え

られます。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 
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○２番（齋藤 天君） さまざまなメリットがあると思います。農業経営体というも

のをつくって、個人、法人とか、そういう共同体の中で農地を守っていくんだ

というようなことが、農水省の方も謳っております。 

ただ、国が決めたものですので、大きくなっていくと、この地域に合ったも

のということが細かくできているかどうかということは、また精査していかな

ければいけないんではないかと思います。 

そこでお聞きいたしますが、その細かいところなんですが、補助金などどの

ようなものがあるか、ご説明いただけますでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 策定に対しましては、市町村が行う協議の場やとりまと

めに対するコーディネーター等の専門家の活用、あと農業委員会によります目

標地図の作成などの取り組みに支援があります。 

この計画を策定すると、目標地図に位置づけられた者が、機械・施設の導入

に対する支援、地域が計画の実行に向けた取り組みに対する支援があります。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） さまざま受けられるのですが、その中で年齢制限ですね、さ

まざま詳細があると思いますので、そのあたりはまた町の方でご相談になるの

かなと思います。 

また、先ほどもちょっと申しましたが、国が決めた方針でありますので、こ

の地域に細かく適するかというところがまた問題になってくると思います。例

えば、果樹をやっている方ですと、段丘を活かして、下段から中段から上段と

いうふうに畑を設けて、時期を、収穫の時期をずらすことによって、負担軽減

をするという方もいらっしゃいます。 

そのようなことを踏まえて、今後、町も一緒にその農業をする方、また新し

く農業をされる方と構想を練っていくということが必要になってまいると思い

ます。 

そのあたりを含めて、町の構想もお聞かせいただきます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 地域計画によりまして、地域住民の皆さまと、地域の将
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来像が共有できて、守るべき農地が明確になることで、そこに重点を置いた支

援や土地活用の誘導が行えると考えております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） まだまだ始まってこれからでありますので、今後、町民懇談

会もあって、さまざまな意見が集まってくると思いますので、それを踏まえて

構想の方を練っていっていただきたいと思います。 

次の質問に移らせていただきたいと思います。 

現状出ております農地や、何を作物を作っているかなどのアンケートが出て

おります。身近な方にお聞きしても、結構大変だなとかですね、ささっとでき

たよという方もいらっしゃいました。そのアンケートに、現在提出されている

現状、また皆さまから寄せられる課題や解決策などあればお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） アンケートの回収率につきましては、５月 17 日時点で

53％です。アンケートでは、近い将来、10 年後の経営、農地の耕作意向など

についてお聞きしています。 

現在集計中ですので、結果がまとまり次第、今後開催予定の地域計画策定懇

談会においてお示しさせていただきます。 

懇談会には、農業関係者はじめ地域の多くの方々にご参加いただくようお呼

びかけをしております。農業における課題や 10 年後の地域や農業のあり方に

ついて話し合いを行います。現在の課題も含め、今後懸念される課題などを共

有し、それに対する解決方法などは、ぜひ多くのアイデアを出していただきた

いと考えております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） その中で重要になってくるのが、協議の場の設置ということ

になってまいります。協議の場の設置というのは、町民懇談会ということでよ

ろしいんでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 例年、町で実施しておりますまちづくり懇談会を、本年
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は、地域計画の策定に伴います協議の場とすることで計画しております。ここ

での意見や意向調査などを整理した上で、さらに図化した目標地図の素案を確

認いただく協議の場を開く計画でおります。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） 農家の方にお聞きしますと、町民懇談会になかなか出られな

い方もいらっしゃいます。ですので、何とか自分の身の回りの方たちとお話し

するような場ができるといいですよねというお話をさせていただいております。

例えば、地区や常会などでお話は出ているようなんですけれども、なかなか誰

がまとめるんだとか、誰がどうするんだとかということで、なかなか進まない

んだよねというお声もお聞きします。そのあたりも解決できると、もっと深く

農業のことを考えられるのかなと考えております。 

そこで、今後のまちづくり懇談会などの予定や、そのときに農家の方々への

ご要望をお話いただいてご準備いただければと思うんですが、そのあたり、い

かがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 今後の予定としましては、地域の皆さまとの懇談会、あ

とお話し合いを複数回実施させていただきたいと思っております。話し合いに

よって共有された意向などを基礎に、10 年後の地域農業のあり方などをお示

しする方針を策定します。 

併せて、地域で守りたい農地の予定耕作者を記した目標地図を作成します。

本年度末の計画策定完了を目指します。 

町民の皆さまには、今後、各地域で開催されているまちづくり懇談会にご参

加いただき、自分が居住されている地域の将来の土地利用について、考えてい

ただきたいと思います。 

その後の地域計画を策定するための地域懇談会は、主に農地を所有されてい

る方を対象に、具体的に守る農地をどのように維持していくかの話し合いを行

いますので、地域計画策定の取り組みを自分事として考えて、積極的に参加し、

ご意見を出していただきたいと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 
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○２番（齋藤 天君） まちづくり懇談会や地域懇談会に出て活発にお話しをいただ

けるということが、やっぱり大事になってくるのではないかなと思います。 

それに伴いまして、やはり自分でもアンケートや資料の方に目を通させてい

ただいて、土地がなかなか判別が難しいという現状がある方もいらっしゃった

り、身近でもそういうことがありました。ここまでが誰々さんの土地だって言

われていたんですが、実はこっちに赤線があって、ここまでが誰々さんで、こ

うでとかということが細かく、ちょっと難しいなということがございまして、

実際に地図を作る方、農業をやられている方も、ちょっとやっぱり産業課さん

へ行って構図をもらわないとだめかなとかですね、でも有料だからなとかです

ね、いろんなこともお聞きしております。 

そのあたり、地主のちょっと不明な部分とか、農地が飛び飛びにあって、名

義が実は違うんだとかですね、借りている方だと思ったら、全然違う方がほん

とは地主だったとかですね、お聞きします。 

なかなか大変だと思うんですけれども、どのようにまとめていくのか、また、

町民の方たちがまとめやすいように構図の提供とか、そういったものがあるの

かどうか、お聞きいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） それでは、先ほどのアンケートのわかりづらさの部分で

ありますけれど、こちらの方、意向調査の関係、１筆ごとの状態を確認したい

ということで、それぞれのアンケートにおきましては、地番を示させていただ

いて、アンケート調査を実施させていただきましたけど、なかなか地番からど

こへ作っているかとか、わからないという問い合わせをいただいております。 

そういった中では、産業課なり営農支援センター「ゆうき」の方へ問い合わ

せいただきまして、こちらの方で航空写真に地番が入ったものを適切に出すこ

とによって対応させていただきます。また、そういった形でもし問い合わせが

あれば、お気軽に産業課の方にお声がけをしていただきたいと思っております

ので、よろしくお願いしたいかと思います。 

それとあと、不在地主であっても、そこに土地がある以上は、所有者の責任

として管理しなければなりません。この機会に、可能な限りご意向を伺ってい

きたいと考えております。 

また、中山間地域の果樹地帯では、農地が点在して、隣同士で違う作物を耕
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作していることも多くて、集約化のハードルがとても高いともいえます。地域

計画の策定によりまして、少しでも耕作をしていく方が効率的に耕作を行える

ようにまとめていきたいと思っておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） ぜひそういうご活用をいただきまして、地図など提供がある

ようなので、相談いただいて、なるべく負担がないように地図など策定できれ

ばいいと思います。 

また、今後、農業、農業法人などの担い手の人材育成が必要ではないかなと

考えられます。さまざまな業種でいま人手不足だと言われている中ではござい

ますが、この農業、農業法人など担い手の育成という部分、その醸成をしてい

くというんでしょうかね、経営体というものが必要になってまいりますので、

このあたり、どのようにお考えか、お聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 議員の指摘のとおりだと思っております。守るべき農地

を定めても、守っていく耕作者が足りないようでは守れません。町内に限らず、

町外の担い手の誘致や育成、法人化など検討をする必要があると考えておりま

す。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） 人材育成というのは、今後も大きな課題になってくると思い

ます。まずは、やはりこの高森町のすばらしさを知っていただくということが、

私は大事ではないかなと思っています。 

私の身近でも、観光に来た方が、このまま高森町をすごく気に入って、実際

に移住した方もいらっしゃいます。また、ＩターンやＵターンでこちらに来て

農業をやっている、地域おこし協力隊の方たちも一緒になって、Ｉターン・Ｕ

ターン同士仲良くしようということで、焼き肉やったりをしているんですけれ

ども、そういったコミュニティというものがあると、またそこから新しい仲間

が増えていって、人材というものも増えていくんではないかなと考えておりま

す。その中の話では、ヨーロッパの方の友人から、子どもの農業の体験や、日

本でそういう体験をしながら住まわせたいというような方も出てまいりました

し、20 代のカップルで、やはりなぜか日本のこの南信州で農業を体験しなが
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ら、日本というものをもっと知りたいんだという方もおります。 

実際にそういう声が上がってきておりますので、そういった対応もできると

いいんではないかと、民間の留学というようなものなんではないかなと、過去

には、農村留学というようなものもあったと思いますので、そういったものも

今後ご検討いただけたらと思います。 

また、日本においても、食料の自給率というものが大変重要になってきてお

りますので、子どもたちの健康や、将来、自分たちがどのような老後を、暮ら

したいのかというようなことから土地を探している、または農地を探している

というご相談も受けておりますので、そのあたりもまた今後議論しながら進め

ていっていただければと思っております。 

以上で私の一般質問とさせていただきます。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を１時 10分といたします。 

 

休 憩  午前１１時５３分 

再 開  午後 １時１０分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告５番 大島正光（12 番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 12番、大島正光議員。 

○１２番（大島正光君） 議席番号 12番、大島正光でございます。 

通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。 

今回は、１月の能登半島地震の教訓から、上下水道の安全、耐震化について、

伺います。 

先ほど木下議員から、上下水道の関係で同じ質問がありました。ダブるよう

な質問がありますが、ご容赦願いたいと思います。 

１月の能登半島地震以降、各地で強い地震が続いております。専門家が注目

するのは、平安時代の９世紀、三陸沖と南海トラフで巨大地震が迫る中、内陸

地震や噴火が頻発した状況は、現代とよく似ており、活動期は次の南海トラフ

地震まで続く、警戒をと呼びかけております。震度５弱以上は、2022 年には

計 13 回、2013 年は８回、今年は４月末で 23 回と、ハイペースで発生をして
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おります。 

さて、能登半島地震から約５か月が経過しました。地震発生時は、上下水道

の断水による水不足が注目されておりましたが、使った水が下水道に流せない

状況が長く続いている地域があるとの報道がありました。 

当町の上下水道の安全性、耐震化について、伺います。 

最初に、上下水道施設の安全性について、伺います。 

以前に私が一般質問でしました案件についてでございますが、その後の対応

結果をお聞きしたいと思います。 

上下水道の水源施設である堂所浄水場が、土石流と地すべりの災害警戒区域

に指定されております。施設維持のための対策をとの質問に対し、町長からは、

「土石流対策では、上流の沢に治山事業による堰堤の建設を県に対し要望して

いきたい。また地すべり対策では、原因となる地下水の状況や対策について、

今後研究していきたい。」との回答をいただきました。 

県への要望の結果や研究結果を、まず最初にお聞きをしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 堂所浄水場における土砂災害危険区域の土石流対策

につきましては、県への要望や協議をさせていただきましたが、長野県内には

土砂災害警戒区域に指定された区域が２万箇所以上あり、県事業として実施す

る一定の条件としては、まずは、住宅密集地であり県民の生命を第一に考慮し

て優先順位を決定されており、当該箇所への堰堤などの建設については、当分

先となる見込みの見解でございました。 

また、地すべり対策につきましては、当該地の地形から、地すべりの痕跡と

思われる地形変状は確認されず、地すべりブロックの全体の輪郭及び末端部が

不明瞭のため、地すべりのランクの中でも一番低いＣランクに指定されている

ことや、地すべりと密接な関係があります地下水についても、深度 15 メート

ル以内では確認されていないことから、地すべり災害の可能性は低く、対策の

必要性は低いと判断いたしました。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 質問に対してのあれが今ありましたが、長野県が平成 22

年と令和２年に現地調査や航空写真などの判読により、災害の恐れがあるとい
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う地域に指定をされております。 

いわゆる県が、ここは危険な地域ですよといっておりますので、やはりその

都度その都度、県の方に対応をしていただくように要望をすべきだと私は考え

ますので、またその都度、県の方に機会がありましたら要望していただきたい

というふうに思っております。 

次の質問に移ります。 

堂所浄水場以外の水源として、その後、井戸を掘削し、上水道の水源確保を

実施してまいりました。市田の大丸山・新川、山吹の山の寺等の配水池等でご

ざいますが、これで町民が生活に支障なく、飲み水として利用できるというこ

とでよろしいでしょうか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 平成 25 年度より、町内複数の箇所において深井戸

による水源開発を進めてまいりました。 

その結果、市田側の小滝沢・二の沢水源、山吹側の大沢川水源の表流水水源

と既存の深井戸水源、すべて合わせまして、町全体で１日当たり 5,400 立方メ

ールの水源を確保することができました。令和４年実績でお示しいたしますと、

１日最大配水量は 5,018 立方メール、１日平均配水量は 4,003 立方メールでし

たので、十分に賄える水源を確保できたと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 次の質問に移ります。 

災害時の井戸活用制度についてでございます。 

大地震の教訓として、断水時に町内の一般住宅や工場、商業施設等の所有井

戸を、近隣住民に開放する仕組みを導入する自治体が増加しております。 

大阪公立大学の遠藤教授が、2018 年から 19 年に全国の 1,741 市町村のうち、

既に 418市町村で導入されていたというふうに報告をしております。 

「災害用井戸」として、町が事前に募集し、登録して、災害時に開放をして

いただき、住民が使用できる制度の整備を提案をしたいと思いますが、いかが

でしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 大規模地震やその他の災害時に、町内の個人所有井
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戸や、企業・工場等の所有する井戸を近隣住民に開放し、飲み水以外の生活用

水を確保することは、断水対応対策の一つとして、非常に有効な手段の一つと

考えられます。県内でもいくつかの自治体が、この「災害時協力井戸」制度を

導入されているとお聞きしております。主には、企業・事業所などが所有して

いる比較的容量の大きな井戸を対象とされているようですが、今後、高森町と

して、この制度が実現可能かどうか、まずは、井戸の所有状況や水質状況の調

査・研究を進め、「災害時協力井戸」制度導入について検討してまいりたいと

思っております。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） ぜひ検討をしていただければというふうに思っております。 

次の質問に移ります。 

堂所浄水場、送水管等の地震等に対する耐震化率をお聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） まず、堂所浄水場における耐震状況につきましては、

平成 24 年に診断を行った結果、昭和 54 年竣工の施設と、平成３年竣工の施設

が混在しており、現在の耐震基準で施工されていないため、すべての施設では

ないにしても、多くの構造物で現在の耐震基準に合致していないと判断されま

した。 

今年度から、高森町水道事業として、重要度の高い堂所浄水場の強靭化対策

として、耐震化・土砂災害警戒区域対策に取り組む計画でございます。 

管路につきましては、2023 年時点において、導水管、送水管、口径 50 ミリ

以上の配水管を対象とした場合、総延長が 15 万 374 メートルで、耐震管の延

長は 7,754 メーターであり、耐震化率は 5.2％になります。全国平均値の

15.6％、長野県平均値の 12.3％と比較すると、低い数値を示しております。 

現時点の計画では、老朽化した管路のうち、特に耐震性の低い継手を使用し

たビニール管の更新を優先的に行い、耐震管への更新を実施しているところで

ございます。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 送水管等 5.2％ということで、非常に耐震化率が低いとわ

かりました。予算を付けていただき、早めにやっぱり耐震化率を上げるような

施策をお願いしたいと思っております。 
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次の質問に移ります。 

今度は、「下水道施設の安全性」について、お聞きします。 

能登半島地震では、強い揺れと地盤の液状化で、下水管が破損したり継手部

分が外れたりしました。道路内のマンホールが浮き上がって交通にも支障を来

たし、被災しました。 

全国の主な下水管路の耐震化率は 56％、長野県は 50％と報道されました。

上下水道が整備されても下水管が破損していては、汚水を流す機能を喪失し、

垂れ流しになります。町の下水管路の耐震化率をお伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 当町の下水道管路における耐震化率につきましては、

平成 25 年度に下水道総合地震対策計画を策定した折に調査を行い、その結果、

平成 11 年度以降に施工された管路については、耐震基準を満たしていること

を確認しております。 

また、平成 10 年度以前に施工された管路につきましては、一定の条件を満

たしている場合は、耐震性能ありとして判断されています。 

この一定条件とは、管口径が 700 ミリ以下であり、管の継手部分が差し込み

継手であって、布設地盤が普通地盤であることということから、当町では、口

径・継手に関しては条件を満たしており、なおかつ、地盤の液状化の判断にお

いて、高森町内では液状化の可能性が低いと判断されておりますので、一部継

手部分の離脱防止の有無が確認できていないダクタイル鋳鉄管以外は、総合的

に判断して、公共下水道・農集排管路においての耐震化率はほぼ 100％である

と判断をしておるところであります。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 概ね 100％という答弁がありました。安心をしました。 

次の質問でございますが、町の下水処理場の耐震化率をお聞きしたいと思い

ます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 公共下水道の処理場である高森浄化センターも、平

成 25 年度に下水道総合地震対策計画を策定した折に調査を行い、その結果、

平成８年度に実施設計を行い建設された１系列が耐震基準を満たしていない状



 - 49 -   

況でした。 

このため、平成 27 年度から耐震化事業に着手し、令和元年度に耐震化に係

るすべての工事が完了し、耐震対策化済みの施設となっております。 

なお、農集排の処理場は、今後、公共下水道と統合され廃止となるため、耐

震判断や対策化工事は行っておりません。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 高い耐震化率ということで、安心をしたところでございま

す。 

一般質問の提出期限が５月 27 日だったんですが、５月 29 日に国土交通省の

方で、能登半島地震での被害を踏まえ、令和６年３月に設置された上下水道の

地震対策検討委員会というのが設置されまして、上下水道における今後の地震

対策のあり方や、上下水道一体での災害対応のあり方等を検討してきましたと

いうことで、このたび中間とりまとめが行われましたということで発表があり

ました。 

そのとりまとめの概要でございますが、令和６年能登半島地震では、耐震化

していた施設では概ね機能が確保できていたものの、耐震化未実施であった基

幹施設等で被害が生じたことで、広範囲で断水や下水管の断水が発生するとと

もに、復旧の長期化を生じさせたということで、今後、災害を踏まえつつ、災

害に強く持続可能な上下水道システムの構築に向けて、上下水道の地震対策を

強化、加速するため、関係者一丸となって取り組みを推進していくということ

で方針が出されました。上下水道施設の被害を踏まえた今後の地震対策のあり

方として、上下水道システムの急所となる施設の耐震化、避難所など重要施設

にかかる上下水道関連の一体的な耐震化等々まとめられました。 

今後、８月にこれの委員会を開催して、最終的にとりまとめるということで

ございます。国交省でやるのはハード面の対策ということで発表されておりま

すので、またその８月の最終とりまとめが気になるところでございますが、補

助率等また発表があるんじゃないかというふうに思っております。 

最後になりますが、飲み水は、町民が毎日必ず必要としています。下水道施

設も、現在は町民が必ず必要としております。 

また、下市田の公共下水道終末処理場は、ハザードマップで浸水想定区域と

なっております。 
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災害に対するハード・ソフトの両面から研究をぜひお願いをしまして、私の

一般質問を終わります。 

 

◇ 通告６番 佐々木 昌（６番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ６番、佐々木 昌議員。 

○６番（佐々木 昌君） ６番、佐々木 昌です。 

一般質問通告に従い質問したので、お願いいたします。 

５月 22 日の南信州の新聞に、ネクサス３×３発表の記事が載っておりまし

て、それらの報道を見た方に、いろいろなお話が私のところに来まして、ただ、

その中で特に地域おこし協力隊というものについて、いろいろな理解のされ方

がいろいろでありましたので、この際、ここにありますように、専門的人材の

育成・確保・招致事業についてということで、ちょっといくつかの分野にわた

りますが、質問をさせていただきます。 

まず、（１）番としまして、平成 21 年度発足以来の当町における地域おこし

協力隊員の数の推移をお伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） それでは答弁をさせていただきます。 

営農支援センタースタッフとして、平成 26年度に２名、平成 27 年度に１名、

管内 14 市町村とＪＡで連携協働している「南信州担い手就農研修制度」に、

南信州で独立就農を目指す農業研修生として、令和元年度に２名、令和３年度

１名、令和４年度１名の計７名を採用しました。 

現在は、過年度からの継続雇用も含め、農業研修生として３名、スポーツ振

興によるまちづくり業務に３名、熱中たかもり地域商社に関する業務に２名、

高森町観光協会に関する業務１名の計９名になります。 

営農支援センタースタッフとして採用した３名は、いずれも１年を経過する

ことなく退職されてしまいましたが、農業研修生の３名は、任期満了後、町内

で独立就農をしております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 次の質問に移ります。 

今、地域おこし協力隊員の現状、活動範囲、現状までの推移をお伺いしたわ
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けですけれども、①番の方に入っていきたいと思います。 

地域おこし協力隊員の現状の活動の範囲は今お聞きしましたが、その後の起

業を含めた動向、成果について、これもダブるかと思いますが、よろしくお願

いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 答弁させていただきます。 

先ほどの（１）番とちょっとそれこそ一連でお話のような経過になると思い

ますけれど、先ほど来、それこそ地域おこし協力隊員につきましては、そうい

うわけで過去に７名で、いま現在９名が令和６年から採用になっておりまして、

一応活動につきましては、それぞれこちらの方で募集等する中で、当然その募

集条件等に応じまして、こちらの方で任期を、赴任していただいているという

状況であります。 

成果につきましては、当然、地域おこし協力隊ということでありますので、

地域の活性化とかまちづくりに対して、しっかり意欲を持って取り組んでいた

だけるということで着任いただいておりますので、そういった形で、着任後ま

だ今年につきましては２か月弱でありますので、今後の動向も踏まえて一生懸

命頑張っていただきたいかなと思っておりますのでよろしくお願いします。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ②番に移ります。 

町の職員との調整での問題・課題、待遇上の問題や課題、特にこの要綱、平

成 21 年に作られたのを見ますと、３年間、国の助成金 200 万がその人の報酬

で、あと役場の経費というような、そんなような規定もありますけれども、そ

こら辺で、過ぎた方への何と言いますか、引き留めていただくような措置とい

うのはされているでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 平成 26 年度、27 年度に採用した協力隊員は、業務の内

容が町から明確にされておらず、町としても受入態勢が整っていないこともあ

ってか、早期退職となってしまいましたが、以降の採用につきましては、募集

の時点で業務内容、雇用条件等を示しています。 
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また、営農支援はＪＡ、地域商社と観光協会は熱中たかもり、スポーツ振興

は株式会社ＸＹＺの協力隊員の労務管理、業務の調整等の一部を委託している

こともあり、今のところ大きな問題はないと思われます。 

３年を経過して、高森町で継続して事業などを行う場合、国から 100 万円の

助成金が支払われます。高森町では、令和４年度に１名がこの制度を活用して

独立就農につながっています。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ありがとうございます。 

③番に移ります。 

地域おこし協力隊、去って行った方も含めて、地域おこし協力隊という募集

を見て高森町に来た皆さん、高森町はどのような魅力があると思っていたか。

また、地域おこしの可能性のあるところ、分野を、高森町はこういうところが

いいかなとか、そういうのをどういうふうに思っているかなどを聞いたり把握

しているかという点をお聞きます。もちろん短所も大事なことですので、把握

しているかどうかをお聞きいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 高森町の魅力は、それぞれそれこそ地域おこし協力隊員

の皆さま方から若干ご意見等伺わせていただきました。 

高森町の魅力につきましては、人が温かく、景色がきれいで、果樹や田畑が

身近にあり環境が良く、食事がおいしい。生活圏の必須部分はコンパクトにま

とまっていて住みやすい町になっている。いま現在、足りないところがあると

すれば、娯楽やレジャー的な部分ですが、かわまちづくりやサッカー場、信州

たかもり温泉のリニューアルができるという補う形になるのかなと思っている。

田舎過ぎず、都市・工業化のバランスが良いと思うと、あと、子育て支援策の

充実や「あったかてらす」のようなさまざまな環境があることなどの前向きな

ご意見をいただいております。 

また、高森町の可能性としては、ブランドである市田柿発祥の里である高森

の地などや河岸段丘の美しさなど、外から訪れる人により多く情報発信をして

もらう仕掛けをすると評価の高いレビューが得られ、また、その魅力を好む人

を呼び寄せていく好循環になるのではないかと、あと、今後の都市部からのア
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クセスの良さを利点に、二拠点生活を志向する方々にまずは来てもらい、人・

コミュニティとの接点を複数設けることで、いたくなる場になると思われるな

ど、ご意見等をいただいております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、その次の質問ですが、この新聞を見た方々は、

地域おこし協力隊員というのはスポーツのことなんだと、そういうふうにかな

りの人が思っていて、私はそこら辺が理解がバラバラだなと思った点ですけれ

ども、そういうような誤解をどう解いていくか、お願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） まず、当町における地域おこし協力隊ですが、

先ほどの産業課長の答弁のとおり、今までの農業分野や地域商社に加えて、観

光分野、そして教育委員会の担当でもあるスポーツ分野に３名配属されている

ということは、佐々木議員も、昨年度からの予算審議の中で、私たちもご説明

し、理解していただいているというふうに考えております。 

そのため、今年度から、地域おこし協力隊のメンバーのうち３名が、スポー

ツ分野振興のために従事するというのは、誤解ではなく、そのとおりかという

ふうに思います。 

なお、今回の件についてですが、先ほど当初、佐々木議員も述べられており

ましたが、町民の方から質問があったと、佐々木議員のところに質問があった

というふうに聞いております。 

私たちとすれば、昨年度から予算審議の場や委員会の場で、地域おこし協力

隊の新しい雇用形態、そして、農業分野のみならず、スポーツ分野や観光分野

でも採用するんだよというご説明をしてきたかと思います。その説明の中で、

予算も認められたかなというふうに思っております。 

もし、佐々木議員の方に同じような問い合わせ等があった場合は、ぜひ町民

の方々に、制度の概要や町の状況などをご説明していただけますと、この誤解

も解けていくのかなというふうに考えております。ぜひよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、⑤番の質問です。 
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令和５年度にこの地域おこし協力隊員が起業していく場合の補助制度ができ

たというふうにありますけれども、５年度ですから、令和５年度、令和５年度

ですから、ちょっと最近なんですけれども、そういう申請は何件あるでしょう

か。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 地域おこし協力隊の任期終了後に、町内に住所及び事業

活動の拠点を有する者に、補助対象経費 100万円を限度に、高森町地域おこし

協力隊起業支援金補助金交付要綱に基づき、補助金を申請することができます。 

昨年度末までに高森町で地域おこし協力隊の３年間の任期を満了された方は、

農業分野の３名で、起業支援補助金を申請された方は、令和４年度の１件です。

あと令和５年度中の申請はなくて、令和６年度中に２件の申請が予定されてい

ます。当初予算に計上されていますのでよろしくお願いしたいかと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ありがとうございます。 

⑥番の方に移りますが、山吹のある農事組合法人が平成 15 年に設立して、

先ほどお話があったように、ＪＡ高森を事業支援の母体として、キュウリやネ

ギの圃場運営管理をやっております。かなり借金も払っちゃって、本年度独立

してきたというような話も聞いております。 

また、ちょっと離れたところですけれど、宮田村で、これ６月２日の新聞で

すけれども、１村１農場ということで、宮田村方式ということで、非常にユニ

ークだというか、各農家が組織をつくって、そういう大型機械等も上手に購入

してオペレーター等も養成してやっていると、そんなような話を聞いておりま

す。 

それでこんなようなところへも、今後、高森もいくつもそういうグループは、

農事法人もできていく可能性はありますので、観光協会的なことも含めてなん

ですけれども、そういうような新しい計画みたいなのは検討しているかどうか、

お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） ⑥番でよろしいですか。 

○６番（佐々木 昌君） ⑥番。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 
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宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 一応令和６年度から、熱中たかもりの地域商社の方に関

する業務に２名、高森町観光協会に関するする業務１名採用して、今のところ

業務に従事しておるという状況でありますのでよろしくお願いしたいと思いま

す。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 現状はそういうことだということで理解しました。 

次に、（２）番に移ります。 

これは部活の地域移行に関する課題ですけれども、これもいろいろな人材と

か、指導者の確保が関連しますので、質問します。 

①番、部活における地域指導者の待遇についてをお伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） ①番の部活動における地域指導者の待遇につ

いて、お答えいたします。 

当町では、部活動の外部指導者については、２つの制度を使っております。

一つは、国の制度である「部活動外部指導員」、そしてもう一つは、町独自の

制度であります「部活動アドバイザー制度」となります。 

国の制度である部活動外部指導員につきましては、会計年度職員として任命

した指導員に対する人件費に対して、基準に基づきまして、国から３分の１、

県から３分の１、合わせて３分の２の補助があるというものになります。 

当町では、陸上部と女子バスケット部で２名の先生を今お願いしているとい

うことになります。 

もう一つは、町独自の部活動アドバイザーの制度になります。志がある町民

の方が、それまでのご経験や専門知識を活かして、中学校の部活動に顧問の先

生と一緒に関わっていただき、町では学期ごとに１万円、年間３万円というわ

ずかな謝礼になりますが支払っており、そしてまた、大会引率等へ一緒に行っ

ていただいた場合、旅費の補助等を行っております。 

現在は、野球部、男子テニス部、女子バレー部、女子卓球部、男子卓球部、

美術部と、６名の方が従事していらっしゃいます。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ③番に移ります。③番、いいですか。 
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②番です。すいません。 

学校の顧問の先生等の時間外等での部活指導教員の待遇について、同じよう

にお聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） （２）の②の顧問の先生の時間外の部活動の

処遇ということでございますが、いわゆる公立学校には県の費用負担、県費の

先生がいらっしゃいますが、今の県の規則の中で、土日に３時間以上部活動を

行った場合は、一人当たり 2,700円の手当が支給されるとなっております。 

また、大会引率等で１日、これは１日８時間としていますが、これに従事し

た場合は、5,100円の引率手当というものが支給されます。 

ただ、これには平日の部活動については、全く手当は充てられていないとい

う状況になっております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ③番に移ります。 

学校教育の指導要領と指導団体の育成方針のすり合わせなどはどのように行

っていますか。お願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 学習指導要領の方には、「教育課程外の学校教育活動と教

育課程の関連が図られるように留意するものとする。」とあります。さらに、

部活動については、「学校や地域の実態に応じ、地域の人々の協力、社会教育

施設や社会教育関係団体等の各種団体との連携などの運営上の工夫を行う。」

とあります。 

こうした趣旨も踏まえて、スポーツ庁と文化庁では、令和４年 12 月に「学

校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライ

ン」を策定しました。そして、長野県教育委員会では、今年３月に「長野県中

学生期のスポーツ文化芸術活動指針」を策定しています。 

今後の当町の部活動の地域移行は、こうした指針等に沿って実施していくこ

ととなります。指導要領の趣旨に沿ったものになると考えています。 

中学生の時期は、生徒自身の興味・関心に応じて、教育課程以外の学校教育
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活動や地域の教育活動など、生徒による自主的・自発的な活動が多様化してい

く時期であり、幅広い視野に立って自らのキャリア形成を考える機会となるこ

とが期待されます。 

したがって、生徒の生活全体を見渡して、休養日や活動時間を適切に設定す

るなどの点に留意して、生徒のバランスの取れた生活や成長に配慮することが

必要だと考えています。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは④番に移ります。 

今後、この文部科学省が出した資料によりますと、法律によりますと、学校

支援地域本部というのを、学校長を中心につくりながら、いろいろな社会教育

団体、体育団体、総合スポーツクラブ等と連携をしながらやっていけと、それ

でその本部の中に、地域コーディネーターやなんかそういうものを置いてやっ

ていくのが書かれていますけれども、そこら辺のこれをつくられたのが令和４

年６月 10 日文部省の関係の生徒課長からの通知でそうなっていますが、今そ

こら辺のこの高森でいう学校地域支援本部というのは、どれに当るのか。また、

今後どの程度、どのような計画でそれを設置していくのか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員、もう一度ちょっと。 

○６番（佐々木 昌君） すいません。そのまま読みます。 

それじゃあ④番へいきます。 

地域移行などについて、もう一回質問内容を。 

令和４年６月 10 日に文部科学省から出された生徒課長の通知の中に、今後、

地域本部というのを設けて、学校支援地域本部の設置を予定して、地域と学校

とが連携を取り合ってやっていくんだというそういう、やっていきなさいとい

うそういう方針が出ておりますが、それは高森ではやっていますか。 

○議長（岩口友雄君） 通告書に沿った回答をお願いします。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 今、文科省から出されたそういったものを受けて、高森で

は取り組んで、どんな取り組みをしているかというような、そういった内容で

聞いていただいたと思います。 

ですので、その方向でお答えをさせていただきますけれども、まず、昨年の

５月になりますけれども、下伊那の校長会で、中学生を対象に部活動に関する

アンケートというのを実施をしております。そのあと６月から７月にかけても、
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県教育委員会の方で似たようなアンケートですけれども、ただ、保護者や教職

員に向けた同様のアンケートを実施しました。 

それで、高森ではどんなふうに受けてやっているかというご質問ですので、

それでさらに、昨年の 10 月になりますが、高森町内の小学校高学年、そして

中学生の保護者に通知を出しまして、また部活動指導関係者にもお集まりをい

ただいて、部活動の地域移行説明会を開催しました。この場で校長が、先ほど

述べたアンケート結果についても触れて説明をしております。 

また、今年に入ってですけれども、１月には、部活動地域移行協議会を設立

のための準備会を開催して、部活動指導に携わっておられる方々や町内の運動

関係の団体の方にお集まりをいただきました。その際、アンケート結果だとか、

10月の説明会で出された課題等をお示ししております。 

したがって、生徒や保護者の声は、関係者等に共有をされているというふう

に考えています。 

今後は、アンケート結果や説明会でのご意見等を参考にしつつ、部活の地域

移行に向けた取り組みに反映をさせていきたいと、そのように考えております。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） すいません。私もちょっと理解できなくて、自身が。 

この今回の質問の内容が、結局、専門人材育成、確保だもんで、ここでは言

いたかったのは、そういう教育長さんのおっしゃっていただいた関係で、ここ

にある地域コーディネーターという、いろいろなことを把握する専門的な人員

の配置がどうなっておるかということが、ここで一つ聞きたかったことであり

ます。わかりました。段々そういう方向へ行っておるということで、ありがと

うございました。 

（３）番に移ります。 

専門スタッフの配置というものに関しまして、教育相談とか不登校の充実に

ついてということで、また同じその文書の中に、各学校でのスクールカウンセ

ラー、スクールソーシャルワーカーというのを置きなさいというようなことで

すが、これ言葉はどういうふうでも違うかもしらんけれども、高森の今のそう

いう不登校対策に関する現状と、そういうのを指導して、あるいは見ていかれ

る方の配置とか、そういうのはどうなっているかというのをお聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 
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○教育長（高野正延君） お願いします。 

ただいまのご質問は、不登校対策の充実の部分と、スクールカウンセラー等

のところについて、ご質問をいただいたというふうに理解をしております。 

不登校対策につきましては、教育支援センターぱれっとや校内中間教室への

支援指導主事の配置などによりまして、課題を抱えた児童や保護者が相談しや

すい体制を整えてきているところでございます。しかし、子どもや家庭の状況

はなかなか多様であることから、まだ十分とは言えず、今後に向けてさらに検

討を行っているところであります。 

その中で、スクールカウンセラーに関わりましては、町が委嘱しているカウ

ンセラーがおりまして、学校や児童・生徒、保護者からの依頼をもとに、授業

参観や相談とか検査なども行っています。また、県のスクールカウンセラー派

遣制度もございまして、学校で時間の配分を行って教育相談等を実施をしてい

るところです。 

スクールソーシャルワーカーについても、県の派遣制度がございます。教育

事務所と連絡を取りまして、家庭や児童・生徒の状況を踏まえて面談等を実施

をしております。 

現状を見ますと、教育相談のニーズは多いというふうに考えられることから、

カウンセラー等につきましては、町としての配置も検討をしています。 

いずれにいたしましても、相談体制の充実は、不登校対策や家庭支援のため

に必要なことと、そのように考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 理解が、大変ありがとうございました。 

（４）番、福祉の関係に移りますが、福祉の関係では、今年、社会福祉士、

国家資格の社会福祉士とか、民間資格のいろいろなコーディネーター等を入れ

ていくというふうに思うんですけれども、そういうような資格の種類というの

はいっぱいあるんですけれども、町として、どういうふうな面のそういう資格

を取ったりするのを支援したり、それから配置、活動の状況は、今のところど

ういう課題があるか。そこら辺のところをお伺いしたいと思いますが、①番で、

地域活動支援センターなどとの連携における各種資格保持者の配置と活動の現

状、そこへ飛んじゃいますけれども、時間がないので、よろしくお願いいたし

ます。 
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○議長（岩口友雄君） ①番でよろしいですか。 

○６番（佐々木 昌君） いいです。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） では、①の方の答弁をさせていただきます。 

まず、地域包括支援センターというものは、町の高齢者生活支援をする係と

してございます。それは、社会福祉士、保健師、介護支援専門員の専門職から

構成されておりまして、保健師は健康相談、介護予防、社会福祉士は生活全般

の支援、必要な福祉サービスや生活資源の調整、権利擁護、介護支援専門員は

個別のケアプランを作成し、介護サービスの提供、調整を実施しているところ

でございます。 

介護に関わる施設においても、各種資格保持者の活用は、質の高い介護サー

ビスを提供するためにも非常に大切なものだと思っております。 

施設においては、介護福祉士や社会福祉士、ケアマネ、看護師、理学療法士、

作業療法士などがあり、利用される方の身体介助、生活援助、機能訓練など、

専門知識と技術が活用できるよう配置されています。 

現状としては、高齢化社会が進み、利用者が増え、それとともに介護のニー

ズや高度化も進み、多くの介護職員が必要とされておりますが、人手不足とな

っております。 

人材に関わる課題は、離職率の高さ、採用の難しさがあるとお聞きしており

ます。特に夜間勤務がある施設等はより困難さがあるようでございます。事業

所によっては、10 年先のあり方等、長期的な視点で考えていただける機会を

設け、町への参画もお声がけをいただいておりまして、町としましたら、各事

業所の主体的な活動を支えるとともに、地域包括支援センターを中心に情報共

有をしているところでございます。 

町全体としましては、町民からの相談や家庭が抱える課題が、世代を問わず

複合化、複雑化していることから、子どもから高齢者まで社会福祉全般の相談

支援に関する専門知識、技術を有する社会福祉士や臨床心理士の増員を予定し

ております。総合的な福祉の観点で、介護福祉施設、児童福祉施設、医療機関

などとの連携を進めてまいります。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ありがとうございます。 
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その②番のところで、結局そういううんと大事な専門的な資格とか、技術と

か、そういうものがあるんですけれども、役場のやっぱり職員の方でもそうい

う意欲のある方は、そういうキャリアアップというか、スキルアップというか、

そういうふうにする機会を与える計画はあるかどうか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） では、②の方でお答えさせていただきますが、介護

の関係を主な形としてお話をさせていただきたいと思います。 

高森町の方にも、先ほどご紹介させていただきました地域包括支援センター

の方には、ケアマネというものがおりますが、各事業所の方にもケアマネとい

った専門知識を有する方々がいらっしゃいます。 

ですので、町が中心となりまして、高森町ケアマネ連絡会というものを年６

回、実例検討等を通じて質の高いケアマネジメントを目指して実施しておりま

す。 

また、北部ブロックの地域包括支援センター・介護支援専門員連絡会、こち

らは、北部地区に住所のある包括支援センターであったり、事業所のケアマネ

の皆さんが年４回集まって、ケアマネ自身の資質の向上を目指して実施してい

る、そういった状況でございます。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） いろいろほとんどお答えいただけたと思いますので、⑤番

の、ダブるかもしれませんが、広域的な連携を目指す協議、各町村間のそうい

うものへの参加はしているでしょうか。お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） ④番でよろしいですか。 

○６番（佐々木 昌君） すいません、④番です。 

○議長（岩口友雄君） ③番はよろしいですか。 

○６番（佐々木 昌君） ③番はいいです。今お聞きしましたので。 

○議長（岩口友雄君） ④番の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 南信州在宅医療・介護連携推進協議会というものが

ございます。市町村・地域包括支援センター、飯田医師会、飯田下伊那歯科医

師会、あとは薬剤師会、飯伊包括医療協議会、看護協会、訪問看護ステーショ

ン、介護保険事業者、介護支援専門員、飯田保健福祉事務所等が参加しまして、
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地域の医療・介護の資源の把握、また在宅医療・介護連携課題の抽出と対応策

の検討、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構造推進、医療・介護関係

者の情報共有の支援、在宅医療・介護連携に関する相談支援、医療・介護関係

者の研修、地域住民への普及啓発、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の

構築推進、この８項目について取り組み、広域的な連携を進めているところで

ございます。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） いろいろとありがとうございました。 

切れ目のない、寄り添ったこういう支援というのは、逆に細かい分、お金が、

やはり人件費がこれから膨大にかかると思いますが、そこら辺も考えながらま

た良い計画を練っていっていただきたいと思います。 

これで私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

 

◇ 通告７番 河合隆俊（４番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ４番、河合隆俊議員。 

○４番（河合隆俊君） 議席番号４番、河合隆俊。 

通告に従って、一般質問をさせていただきます。 

今回は、地域に根差した人材育成について、伺ってまいります。 

（１）の質問であります。 

当町では、小中学校の総合的な学習の時間を活用し、地域人材教育を行い、

地域を知り、学ぶことで、自発的な活動を起こすことが目的とした活動が５年

目を迎えております。これまで多くの成果を上げていると感じております。 

その中で、南北小学校の生徒たちは、当町の特産品や地域の魅力、また課題

について学びを深め、それを実際の活動に結びつけている姿勢は、すばらしい

ものだと感じております。 

今年の２月には、一年間を通した活動報告会を行い、それぞれのクラスに発

表をしていただきましたが、共通していたのは、地域の人とのつながりであっ

たように感じました。 

また、中学校では、昨年 10 月に、高森中学校の２年生を対象とした「地域

人材教育」のキックオフイベントとして岸川政之さんの講演会が開催されまし

た。岸川さんは、全国的に話題を呼んだ高校生が店舗を運営する「高校生レス

トラン」の仕掛け人でもあり、現在は、「未来の大人応援プロジェクト」の代
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表理事でもあります。 

講演会では、課題を解決する過程の面白さや、多くの人と協力して目標を達

成することの満足感について、話をされたと聞いております。 

そこで、生徒たちの反応や、この講演会を受けた生徒たちが地域学習を進め

ていると聞いています。現在、３年生になった彼らの取り組みに変化が見られ

たか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 昨年の令和５年 10 月 27 日、金曜日になりま

すが、中学校体育館において、当時の中学校２年生対象に岸川政之氏にご講演

をいただきまして、その内容ですが、課題を解決に導く面白さ、そして皆で達

成する満足感などについてお話をいただき、さらに「夢を持つだけではなくて、

実現に向けて行動していこう」と、子どもたちに投げかけてくださいました。 

ここからは、実際に参加したうちの担当者から聞いたところですが、子ども

たちの様子なんですけれども、最初は手を挙げて発言する生徒は少なかったの

ですが、徐々に手を挙げて、自分の意見・思いを発言する生徒が増えてく姿が

見られたとのことです。 

このようなことを見ますと、教育委員会事務局では、今までの地域人材教育

の中で、地域の皆さんや、また関わる役場職員とのつながり、そして今回のよ

うな岸川氏の講演を通じて、子どもたち、生徒たちには主体的に考える、主体

的な姿というのが生まれつつあるという変化を感じているところであります。 

ただ、この講演についてですけれども、一方で、学校や子どもたちは、もう

少し具体的なテクニカルな部分や、実際どうだったかという実例等を聞きたか

ったというニーズがあったらしいのですが、岸川さんからお話しがあったのは、

少し外面的というか、理念的な話だったために、「もう少し詳しくお話を聞き

たかったなあ」というのが、そういう感想があったというのも実際のところで

あります。 

今後は、ＳＢＰが実際に動き出していくわけですが、理念とともに行動し、

夢を叶えていくという動きが町内に広がっていくと思いますが、これから子ど

もたちにそれが十分に伝わっていくんではないかなというふうに考えておりま

す。 

以上です。 
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○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 今回のこの岸川さんの講演会を受けて、今後、３年生が今ま

でにない新たな取り組みに挑戦していただけると、この活動も充実するのかな

と思っております。 

それでは、関連質問の①へまいります。 

このあと質問の中でＳＢＰと出てまいりますが、これはソーシャルビジネス

プロジェクトの略で、地域の課題や問題解決のために、ビジネスの手法を取り

入れた取り組みのことでありますので、お願いいたします。 

それでは質問へまいります。 

当町の子どもたちは、これまで地域人材教育で学んだ成果を、自分たちなり

に形にして表現してきました。その中、さらに学びを深めたいという子どもた

ちが集まって、５月 25 日に、地域の課題をビジネスの手法で解決していくこ

とを目的としたクラブである「南信州ＳＢＰクラブ」が発足し、スタートの会

が行われました。 

私もこのスタートの会を拝見させていただきましたが、集まったメンバーが

いきいきとしており、これから新しいことが始まる前の何かわくわくしたよう

な雰囲気の中で行われた会となりました。 

今回の募集では、小学生から大学生の 13 名がメンバーとなり、小学生が一

緒に活動するのは全国でも初めてだということであります。 

今後は、一般社団法人未来の大人プロジェクトの皆さんにサポートをいただ

きながら活動をしていくとのことでありますが、この組織の運営はどこが担う

のか、また、クラブの活動費はどのように調達していくのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 本年度の当初予算でもご説明をさせていただきましたが、

今回の地域人材育成のための事業については、一般社団法人未来の大人応援プ

ロジェクトに委託をしております。 

また、高森町における参加者の窓口ですとか、運営サポートにつきましては、

南信州みらい創生塾の運営と合わせて、一般社団法人熱中たかもりが行ってお

ります。 

議員のご説明いただきましたが、ＳＢＰは、地域の課題をビジネスの手法で

解決するものであり、活動のための費用は自らで稼ぐこととなります。 
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南信州ＳＢＰクラブのように、小学生から大学生までが参加している例は全

国にはないため、高森町らしい発想が生まれることも期待されています。委託

先のサポートもいただきながら、南信州ＳＢＰクラブ自身が持続可能な仕組み

をつくっていくこととなります。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ②の関連質問へまいります。 

このＳＢＰは、全国の 100 か所で展開されております。地域によってさまざ

まな取り組みが行われておりますが、ＳＢＰの中でもビジネスの手法を取り入

れた活動の事例を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） それでは、全国のＳＢＰの事例をいくつかご紹介いたし

ます。 

先ほど議員も触れていただきましたが、三重県立相可高等学校食物調理科で

すが、地域活性化・地域の農業振興を目指し、高校生が材料の仕入れから調理、

接客までを自ら行う高校生レストラン「まごの店」を運営しています。この取

り組みがＳＢＰの先駆けとなり、全国に展開されています。 

昨年 12 月には、町長ほか職員で視察をさせていただきましたが、高校生が

やっているからという妥協は一切なく、調理レベルの高さ、接客の丁寧さに感

銘を受けたところです。 

愛知県立高浜高等学校では、「コミュニティビジネスの創出」を目指し、地

元の伝統産業である三州瓦の職人と、地元の主要産業である自動車部品メーカ

ーと連携し、「Ｓの絆焼き」というオリジナルタイ焼きの金型を制作していま

す。生徒自らタイ焼きを焼いて販売するだけでなく、全国のＳＢＰや関係団体

から金型の注文を受け制作しています。今回、南信州ＳＢＰクラブの取り組み

にも関わっていただいております。 

青森県立鯵ヶ沢高等学校は、地域の人口減少、少子高齢化、人材流出の課題

解決のため、ＳＢＰの手法で取り組んでいます。地域の産品をセレクトギフト

として商品化し、鯵ヶ沢町のＰＲを行っています。 

ご紹介したとおり、多くのＳＢＰは高校単位で行われていますが、広報１月

号で壬生町長と岸川さんとの対談で紹介された、沖縄県西原町のＮＳＳＢＰは、

町内在住の高校生が「町を元気に！」をスローガンに、地域ボランティアや商
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品開発、創作演劇、国際交流などを行っています。 

このほかにも全国には多数のＳＢＰの取り組みがあり、それぞれが単体で動

くのではなく、全国で相互に情報を交換し、サポートし合っていること、これ

もＳＢＰの特徴といえます。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 今の取り組みの中で、全国が連携していくということがあり

ますので、また当町もほんとに仲間をつくるという意味では、このクラブの可

能性を今後感じたところであります。 

それでは、③の関連質問へまいります。 

これまで当町では、熱中小学校の活動でさまざまな学びに取り組んだ大人が

大勢います。この５月からは、より地域に根ざした人材教育の取り組みが始ま

った「南信州みらい創生塾」の皆さんは、地域社会のために先進的な取り組み

について学びを進めています。今回スタートしたＳＢＰの活動の主体は、13

名の「未来の大人」たちだと考えますが、これまで地域を支えてきた大人やこ

れからの地域の大人が裏方として応援することで、この未来の大人が輝くこと

は、地域の活性化にもつながると考えます。 

そこで、町内のさまざまな大人は、どのような関わり方ができるのか、伺い

ます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） それでは、お答えしたいと思います。 

まず、南信州みらい創生塾については、地元の企業の若手職員に集まってい

ただいて、異業種交流を行いながら、仲間づくりをするであったりとか、授業

を通じて得られるさまざまな経験から、実際に地域が盛り上がる事業を、１年

間の中で１つ実践していくという、そういうまちづくりを学ぶ場所となってい

ます。 

ＳＢＰは似てはいるんですが、対象者が小学生から大学生というところに限

定をしていまして、課題解決を１年単位で考えるのではなくて、ビジネス手法

の継続した取り組みを実践していくということで、将来のスタートアップ、起

業ですね、につなげるというようなところもにらんだ活動になるかと思います。 

こうした活動を支える大人の関わりについてということでありますが、広報

１月号で岸川さんが言われていることについては、「未来の大人たちと一緒に
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議論し、求められればヒントを与えるのが大人の役割。物事を始める前に、大

人たちが徹底的に議論し方向性を考えますが、結果として、大人が想定したも

のと違う方向になることもある」というようなコメントをしていますし、さら

に文部科学省がまとめたＳＢＰの手引書というのがあるんですけれども、「高

校生等未来の大人が主体となって、地域の熱量のこもった大人と関わり合いな

がら、地域課題を、ビジネスの手法を用いて解決していこうという取り組み」

というようなところがありまして、ＳＢＰの主役は、当然、未来の大人といわ

れる子どもたちでありますが、熱量を持った地域の人、それとか事業所ですね、

こういう皆さんが応援したりとか、支えがないと成り立つことがないというこ

とです。 

この地域には、さまざまな人生経験やさまざまなスキルを持たれている大人

の方が大勢いらっしゃるという理解をしています。ぜひ未来の大人といわれる

子どもたちを応援していただくというスタイルで、口は出し過ぎないというの

がポイントなんですけれども、南信州ＳＢＰクラブを支えていただきたいなあ

と思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 今の町長の答弁にありましたように、大人があまり出過ぎな

い、でも陰ながら自分たちの経験を生かして、子どもたちのこのＳＢＰの活動

を支えていくと、そのような形で進んでいければ理想なのかなということを感

じました。 

それでは、次の④番の関連質問へまいります。 

当町ではさまざまな農産物が生産されております。その農産物を組み合わせ

ることで、新しい価値をつくることで、ビジネスに結びつけていくこともでき

るのではないかと考えます。 

そこで、昨年、ぐるなびの岩佐さんが行いました、「高森町食材魅力発見ツ

アー」に参加しました４名の若手シェフとの連携も可能ではないかなというふ

うに考えますが、この連携の可能性について伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） ご紹介いただいた岩佐氏が、地域活性化起業人として指

摘されたのは、当地にはこれほど豊富にすばらしい農産物があり、農家は栽培

技術に誇りを持っているのに、その価値を主張することに不足しているとのこ
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とでした。そのため、手を挙げた生産者に、それぞれの生産物の価値をアピー

ルするための基礎を伝える「農産物ＰＲセミナー」を経て、実際に若手トップ

シェフに直接アピールするシェフツアーを実施しました。 

この提案をきっかけに、実際に取引につながり、逆に素材がどんな料理に変

わるのか、シェフのお店に食べに行った方もいると聞いています。残念ながら、

活性化起業人としての協定は解消となりましたが、昨年いただいたご縁を大切

に、今後も若手シェフとの連携が継続されるように努めてまいります。 

単に素材を見せれば何か取引につながるというわけではありませんが、岩佐

さんからは、「生産物の強みを明確にし、新たな販路に向けアピールをしたい」

「それに向けたスキルを習得したい」という方がいれば、そのための情報源の

アドバイスや、場合によっては、業務として企画運営も可能であるとお話しを

いただいております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 高森町は、果樹を先頭にほんとにいろんなものがあります。

また、このＳＢＰの活動の中で、子どもたちが地域の農産物にもし着目してい

ただけるとなれば、こういうトップシェフとの関係も重要になってくるかなと

いうふうに考えます。 

それでは、⑤番の関連質問へいきます。 

先ほどの総務課長の答弁にもありましたけれども、岸川さんから、最初の取

り組みとして、タイ焼きの金型を作ってはどうか、という提案があり、スター

トの会でのメンバーは、当町のキャラクターである柿丸くんをベースにした金

型を作りたいと、会の中で活発に意見を交わしていました。 

この地域の特色を活かした取り組みとして、大変期待が持てるわけでありま

すが、この今後の展開がどうなっていくのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 南信州ＳＢＰクラブの設立初年度の活動として、岸川さんか

ら、今ご紹介いただいた「Ｓの絆焼き」というものを作ってみてはいかがかと

いう提案をいただきました。「Ｓの絆焼き」は、先ほどお話しをさせていただ

いたとおり、愛知県立高浜高等学校のオリジナルタイ焼きの取り組みになりま

す。 
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南信州ＳＢＰクラブの設立の会議の中では、「Ｓの絆焼き」に取り組むかど

うかをまず話し合いをしまして、まずはタイ焼きの金型の製造とタイ焼きづく

りに取り組んでいくということになりました。どのようなタイ焼きのデザイン

を作っていくかについても、今ご紹介いただいたとおり議論をさせていただい

て、基本は「柿丸くん」としつつ、細かなデザインはどうするのか、入れる文

字はどうするのかについても話し合い、原案としてまとめています。 

この案を愛知県立高浜高等学校のＳＢＰ地域活動部に送り、６月５日に開催

した２回目の会議では、金型のデザインの素案を高校生の方からいただいてい

ます。オンラインで参加いただいた高浜高校の生徒の皆さんも交えて意見交換

を行ったところであります。 

当面は、８月中旬に伊勢の皇學館大学で開催される全国ＳＢＰ交流フェアで、

南信州ＳＢＰクラブの「Ｓの絆焼き」「柿丸焼き」のデビューを目指している

というところです。 

その後、タイ焼き、これからですけれども、タイ焼きの中に入れる高森らし

い「餡」についてこれから考えていって、最初のデビュー以降の高森町のイベ

ントになる、例えばまるごと収穫祭であったりとか、そういったイベントで販

売をさせていただく予定になっています。 

まずは、この取り組みをして、自分たちの活動のベースの部分をつくってい

って、並行して、南信州ＳＢＰクラブとしての独自の活動についても、考えて

実行していくというような形になりますので、よろしくお願いいたします。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 今、町長の答弁の中で、この「柿丸くん」をベースにしたタ

イ焼きの金型、これが完成した後には、当町のまるごと収穫祭等でお披露目と

いうか、あるということであります。 

⑥番の関連質問にまいりますが、ただいまの答弁の中で、町のまるごと収穫

祭等おもてに段々こう活動が出ていくわけでありますけれども、その活動を見

た小学校また中学、高校生などが、このＳＢＰがなんか面白いことをしとるぞ

というところで、また入ってみたいというそんな生徒さんも現れるかと思いま

すが、このクラブですけれども、途中からも興味を持った方は入れるのか、伺

います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 
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本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 発足式に参加したメンバーですとか保護者からは、とて

も良い取り組みであり、もっと仲間を広げたいという意見もございました。 

今、河合議員がおっしゃったように、南信州ＳＢＰクラブの今後の活動を見

て入りたいとおっしゃる方もいらっしゃると思います。ぜひ、この取り組みに

興味のある学生さん、途中からでも結構ですので、入っていただきたいと思い

ます。先ほど申し上げた一般社団法人熱中たかもり、あるいは役場の総務課の

方にもご相談いただければと思っておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） それでは、⑦番の質問へまいります。 

このＳＢＰの活動が、地域資源を見直し、地域社会の活性化につながってい

くことを願いますが、壬生町長は、町の将来像として、「なりたい『あなた』

に会えるまち」日本一のしあわせタウンを目指し、マニフェストの中で、地域

の人財育成を柱として取り組みを進められてきております。 

今回のＳＢＰの取り組みについて、どのような期待をお持ちでしょうか。

「未来の大人」だけでなく、地域の皆さんに向けて期待されることを伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 地域の人財育成をこれまで進めてきて、学校の中で取り組め

る部分については、どうしても時間時数であったりとか、そういうところに制

限があるところを、よりその制限をなくして、いろいろな形で取り組んでいく

形はどういうものが良いのかというようなところを考えた結果が、今このよう

な形になっているということであります。 

これまでの取り組みを含めて、子どもたちであったり地域の皆さんにお願い

したいこと等を話をさせていただくと、まず、子どもたちに対してですが、高

森町であったり南信州地域は、多くの地域資源や地域づくりのために頑張って

いる人たちがたくさんいると思っています。「未来の大人」すなわち子どもた

ちは、そうした人たちとの関わり合いの中から、地域に対する地域貢献するこ

とや人を大切にするということの意義を学んでいただいて、地元に対する愛着

を持って大きく育っていってほしいなと願っています。 

また、人が生きるということは、常に多くの人たちに支えられ、自分自身も

誰かの支えになっているということ、それから仕事をするということは、誰か
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の役に立っていて、誰かの幸せのために、幸せを導いているんだということを

知ってもらいたいと思っていますし、だからこそ、この地域に対する必要な義

務や負担も果たさなければいけないということも学んでいってほしいなと思っ

ています。 

一方で、この事業を構想し始めた段階から、実はもうＳＢＰクラブの裏方と

して多くの人が、もう地域の皆さんが関わってくださっています。この活動を

支える準備を、いわゆる一部では、もう私財を打ってでもしてくださっている

皆さんもいらっしゃるということです。 

この多くの人たちは、自分自身が地域を活性化するために何をすべきかとい

うことも考えて、行政からアドバイス等は求めるんですが、自己責任で実行し

ようとしている皆さんが多いというのをすごく感じています。 

この活動の広がりから、「未来の大人」である子どもたちを支えるばかりで

はなくて、大人も地域づくりやまちづくりを考える、そんなきっかけになって

いってほしいなと思っています。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 終わりになりますけれども、この今回の南信州ＳＢＰクラブ

の活動を通して、「未来の大人」が輝くことで、町内の人と人が結びつき、ま

た大人も輝けるような町になることを期待いたしまして、今回の一般質問を終

わります。 

○議長（岩口友雄君） これで一般質問を終わります。 

 

 

 

 


